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１ 概 況 

 

（１）法人名 

地方独立行政法人 山梨県立病院機構 

（２）本部の所在地 

甲府市富士見一丁目１－１ 

（３）役員の状況（令和３年３月３１日現在） 

役員の定数は、地方独立行政法人山梨県立病院機構定款により、理事長１名、理事５名以内、監事２名以内 

理事長 小俣政男  理事（３名）平賀幸弘、宮田量治、内藤正浩  監事（２名）柴山 聡、山本薫 

（４）職員の状況（令和３年５月１日現在） 

現員数  計 1,657名（医師235名、医療技術228名、看護911名、事務職員140名、技能労務職員143名） 

（５）組 織（令和３年３月３１日現在）   

    

２ 山梨県立病院機構の基本的な目標等 

 

（１）基本理念 

県立中央病院は、山梨県における基幹病院として、地域の需要に基づき医学・医術の進歩に即応した適正な

医療を供給することを本旨としている。そして他の医療機関とも緊密に連携しながら、一般医療のほか救命救

急医療をはじめ公的医療機関でなければ対応困難な高度・特殊・先駆的医療を担当し、地域医療を補完する役

目を果たすとともに、県内各種医療従事者の教育・研修の拠点として本県医療水準の向上に寄与し、県民の健

康回復・保持・増進を図り、信頼される質の高い医療を提供し、誰もがいきいきと暮らせる地域社会づくりに

貢献することを基本理念とする。 

県立北病院は、山梨県の精神科基幹病院として、救急・急性期から早期・長期のリハビリテーション、そ

してアウトリーチまで、治療の継続性に重きを置いて、質の高い精神医療の供給をすることを本旨としてい

る。そして特に公的精神医療機関でなくては対応が困難な高度で先駆的な精神医療分野に重点的に取り組み、

地域や民間医療機関とも緊密に協力しながら、県の精神医療体制の充実に寄与することを基本方針とする。 

 

（２）運営方針 

・県立中央病院 

○安全・安心な患者さま中心の医療を提供する。 

○専門的知識の習得と技術の向上に努め、質の高い医療を提供する。    

○山梨県の基幹病院として地域医療機関と連携し、医療水準向上に努める。 

○業務の改善や効率化を図り、健全な病院経営に努める。 

 

・県立北病院 

○最良の精神科治療とリハビリテーションレベルを達成する。 

○病院を利用される方々の視点を大切にしてサービスを提供する。 

○山梨県の精神科基幹病院としての役割の中で、最善を尽くす。 

山梨県立病院機構の概要 
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３ 業務全体の取り組み状況 

○政策医療の提供 

・県立中央病院 

県内唯一の新型コロナ感染症重点医療機関として、新型コロナウイルス感染症が蔓延する中、診療制限は行わ

ずに地域保健行政に最大限協力するとともに、がん医療をはじめとした県民生活に欠くことのできない通常医療

の提供に向けて、一層の高度化、専門化に取り組んだ。 

①救命救急医療 

 救命救急センターでは、各消防本部からの要請により、２４時間体制で三次救急患者を受け入れるとともに、二

次救急患者など必ずしも救命救急センターの対応症例でない患者についても受け入れた。また、ドクターヘリ、ド

クターカーによる救命救急活動を実施し、増加する救急患者への対応、三次救急以外の患者を診察する治療スペー

スを確保するため、令和２年３月に二次救急処置室の再整備を行い、４月から運用を開始した。 

②総合周産期母子医療 

 山梨大学医学部附属病院などと役割分担し、県内全てのハイリスクの妊婦等を対象に受け入れ、専門的な医療を

提供した。また、胎児超音波スクリーニング検査などにより、胎児の疾患の早期発見に努めるとともに、分娩まで

の継続的なサポートを実施した。 

③がん医療 

東京大学医学部附属病院のがんゲノム医療連携病院として、がんゲノム遺伝子パネル検査を実施した。また、通

院加療がんセンターの待ち時間短縮のため、ベッド数を６床増床し３８床にするとともに、患者サービス向上の

ためリクライニングチェアを１１脚導入した。 

④循環器病医療 

循環器内科と心臓血管外科が密接な連携をとり、急性期治療から亜急性期治療を中心に、２４時間体制で治療を行

った。ステントグラフト内挿術のうち腸骨動脈分岐デバイスの令和２年度の症例数は国内最多であった。また、経静

脈電極抜去など、新しい治療法についても積極的に取り入れている。 

⑤難病（特定疾患）医療 

 難病医療拠点病院として、山梨大学医学部附属病院と役割分担を行う中で、神経難病を除く特定疾患医療の患者を

受け入れ、適切な医療を提供した。 

⑥エイズ医療 

エイズ治療中核拠点病院として、県内の拠点病院を支援するとともに、医師、看護師による治療、薬剤師による服

薬指導、臨床心理士によるカウンセリングなど、多職種による専門的な医療を提供した。また、臨床心理士を含むＨ

ＩＶ部会やエイズ研修会を開催した。 

⑦感染症医療 

第１種感染症指定医療機関として、また新型コロナ感染症重点医療機関として、重症患者を積極的に受入れた。 

・県立北病院 

平成２７年２月から、県の精神科救急医療体制の２４時間化に対応し、早急に医療の必要性のある患者の受診

相談に応じる精神科救急受診相談センターの業務の一部を担うとともに、センターで救急医療が必要と判断され

た患者を常時対応型病院として受け入れている。 

①精神科救急・急性期医療 

スーパー救急病棟２病棟への入院患者数は年々増加しており、短期・集中的な治療を実施した。また、毎週、

医師、看護師、ケースワーカー、デイケアに携わるコメディカルスタッフによるケース会議を開催し、患者の

治療方針、退院促進、退院後のリハビリテーション等について、症例検討する中で総合的で一貫した医療を提

供した。 

 

 

②児童思春期精神科医療 

県内医療ネットワーク体制の中で唯一の児童・思春期病棟を持つ病院として、看護師配置を１０：１とし、

専従のコメディカルを配置するなど、手厚い医療を提供した。また、増加傾向にある児童・思春期患者に対応

するため、児童思春期の初診時の診断及び治療を標準化し、児童思春期専門医による指導体制を確立すること

で、より高度で専門的な診療を実施するとともに、平成３０年１２月から、児童思春期病床を２０床から２３

床に増床した。 

③心神喪失者等医療観察法に基づく医療 

入院患者に対しては、多職種治療チーム（ＭＤＴ）による充実した医療を提供し、対象者の社会復帰を促

進した。また、退院後の通院対象者に対しても、引き続きＭＤＴによる治療体制を継続するとともに、デイ

ケアや訪問看護も実施し、最適な医療を提供した。 

④重度・慢性入院患者への医療 

退院が困難な重度・慢性入院患者に対し、症例に応じてクロザピンやｍ－ＥＣＴなどを行うとともに、ＭＤ

Ｔによる治療体制を構築し、治療に当たった。 

⑤重症通院患者への医療 

退院後、地域で生活する重症通院患者の多様かつ増大する医療ニーズに対して継続的に支援を行うため、平

成３１年４月から訪問看護ステーションのサービスを開始した。 

⑥依存症患者への医療 

「アルコール健康障害に係る専門医療機関」及び「依存症治療拠点機関（アルコール健康障害）」として、アル

コール依存症への治療プログラムを継続するとともに、令和２年７月より「ゲーム障害プログラム」を導入する

など、依存対象に応じた医療提供体制の強化を図った。 

⑦認知症患者への医療 

認知症疾患医療センターとして、認知症疾患に関する診断と処遇について、臨床心理士等による専門医療相

談窓口を設け、患者本人、家族、関係者からの電話または面談相談を行った。 

 

○質の高い医療の提供 

①医療の標準化と最適な医療の提供 

中央病院では、一般社団法人日本病院会の臨床指標プロジェクトに参加し、北病院では、公益社団法人全国自

治体病院協議会の医療の質の評価・公表等推進事業に参加した。 

ＤＰＣから得られる情報を元に、当院と他のＤＰＣ参加病院の診療内容を比較し、各種医療資源（処置、検査、

投薬、手術等）の投下状況を分析した。また、クリニカルパスの専門部署を設置するとともに、専従職員２名を

配置し、このＤＰＣの分析データを活用してクリニカルパスの新設や見直しを随時行った。 

②質の高い看護の提供 

病院機能を強化するため、災害対策、情報管理、クリニカルパスに係る専従看護師を配置した。 

２名の看護師が感染管理・皮膚排泄分野の特定行為研修を修了した。また、７名が認定看護師の資格を取得す

るとともに、３名が教育課程を受講した。 

③病院施設の修繕、医療機器等の整備 

 新型コロナウイルス感染症患者受入のため、一般病床を陰圧室に改修するとともに、感染症患者用エリア内で

シャワー浴が行えるよう、機械浴室をシャワールームに改築し、専用の洗濯機、乾燥機を設置した。 
 ポータブルエックス線装置や超音波画像診断装置、治療のための人口呼吸器や体外式模型人工肺（ＥＣＭＯ）

など新型コロナウイルス関連器械備品を約１億５，０００万円購入した。 

 

 

業 務 実 績 の 概 要 
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〇県民に信頼される医療の提供 

①医療安全・感染症対策の推進 

院内全体で”誤投薬ゼロ“、”転倒転落ゼロ“に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２以上の

誤投薬及びインシデントレベル1以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じて共

有した。 

新型コロナウイルスに係る院内感染防止のため、職員全員が毎日体温測定を行い、発熱状況を見える化した体温モ

ニタリングを実施するとともに、来院者すべての体温測定を徹底し、発熱者はコロナストップ・発熱外来にてコロナ

感染症の有無をチェックする体制を構築した。 

令和２年４月に新規採用職員１３０名及び異動職員に対し、ＰＣＲ検査を実施し全員の陰性を確認するとともに、

全職員を対象に新型コロナウイルスの抗体検査を５月と１２月に実施し、院内感染がないことを確認した。 

当院職員５名の感染が確認された際に、職員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ検査６０５件、抗原定

量２４８件、フィルムアレイ３５件を実施し、全員の陰性を確認した。      

入院予定患者の入院前ＰＣＲ検査を６，３３９件実施し、緊急入院の患者については、ＰＣＲ検査の結果が判明す

るまでは必ず個室に入院させた。また、外来手術処置患者の手術前ＰＣＲ検査を１，６１５件実施するとともに、付

き添い家族へのＰＣＲ検査を１５５件実施した。 

②医療倫理の確立 

倫理委員会で、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理的、社会的観点から審査を行った。 

③患者・家族との信頼・協力関係の構築 

   患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談を安心して行うことができ、その相談に対する適切なサポートを

行うため、患者相談窓口を１階ロビーに開設している。 

新型コロナウイルスの影響のため原則面会禁止としたが、患者・家族の不安軽減のためオンライン面会を導入した

ところ、３５回（７１名）の利用があった。 

④医薬品の安心、安全な提供 

全１７病棟に薬剤師を配置し、病棟薬剤業務の拡充を図るとともに、患者とのコミュニケーションを図りながら、

患者が納得して服薬できるように服薬指導を行った。 

平成２９年７月に中央病院で発生した薬剤紛失事案について、県に提出した改善計画を継続して実行するととも

に、薬剤部の出入口を原則常時施錠するなど、薬剤管理の一層の強化と再発防止に取り組んだ。 

基本型接種施設として、医療従事者等向け新型コロナウイルスワクチンの管理・分配を行った。 
⑤患者サービスの向上 

１階外来トイレの改修工事を行い、各和式便器を洋式便器へ交換した。また、２階女子トイレにオムツ替えシー

トを設置した。 

来院者がスムーズに駐車できるよう駐車場を２カ所（６８台分）増設し、令和２年４月から供給開始した。 

⑥診療情報の適切な管理 

紙カルテは、電気錠により入室が制限されているカルテ庫において適切に保管した。退院時要約の記載率を毎月９

割以上達成するよう管理を徹底した。 

電子カルテは、令和２年１２月の更新を予定していたが、新型コロナウイルスの影響により、令和３年５月に更

新を完了した。 

 

○医療に関する調査及び研究 

①新薬開発等への貢献 

中央病院では、新規４件、継続３８件の治験のほか、臨床研究や製造販売後調査を、北病院では、精神科分野の臨

床研究や製造販売後調査を実施した。 

②各種調査研究の推進 

看護の質の向上を目指して、県立大学と５つのテーマで共同研究を行った。 

 「全ゲノム解析によるブラジル変異株の市中における国内初の報告」他１２本の新型コロナウイルスに係る論文

を投稿した。 

 

○医療に関する技術者の育成・確保及び定着 

・医療従事者の研修の充実 

研修会、学会参加旅費、負担金、認定看護師受講料、研修医指導用図書購入費等の職員研究研修に係る必要額を

予算計上し、資格取得を支援するとともに、資格を取得しやすい環境を整えた。 

看護師用e-learningシステムを活用するためのタブレット端末を全病棟に導入した。 

・職場環境の整備 

①働きやすい職場環境の整備 

「会計年度任用職員」制度を導入し、令和２年４月１日付で、臨時職員及び非常勤嘱託職員等２１６名が会計

年度任用職員に移行した。 

職員の健康管理、労働環境の改善、働きやすい職場づくりを更に推進するため、各部署に健康管理担当者を設

置した。 

休暇取得促進のため、半日単位での年休取得制度を設ける旨の規程改正を行うとともに、新たな特別休暇とし

て「学校行事参加休暇」及び「不妊治療休暇」を設けた。 

②医療従事者の業務負担の軽減 

医師事務作業補助者を１９名採用し、２０対１医師事務作業補助体制加算を取得した。また、看護夜間配置を

１６対１から１２対１に引き上げた。 

 

○医療に関する地域への支援 

①地域医療機関との協力体制の強化 

紹介率は、７７．２％、逆紹介率は７４．９％と高い水準にある。また、地域の開業医と当院整形外科常勤医

との整形外科相談ホットラインを開設した。 

新型コロナウイルス関連として、ＰＣＲ検査に加え、２１種類のウイルス・細菌を５０分で検出できる機器を

稼働させ、高感度で迅速な検査体制を構築し、２４時間体制の発熱外来を介して、かかりつけ医を後方支援した。

また、甲府市医師会検査技師のＰＣＲ検査研修を行った。 

②地域の医師不足の解消に対する支援 

令和３年度の初期臨床研修のマッチ率は１００％であり、１８名を内定した。 

北病院では、塩川病院から精神科医師の派遣依頼を受け、医師派遣協定を締結し、毎週１日医師の派遣を実施

した。 

③県内の医療水準の向上 

地域医療を担う連携登録医（かかりつけ医）等の資質向上を図るため、地域連携研修会をオンラインで７回開

催した。また、看護師、薬剤師等の実習生を受け入れた。 

④地域社会への協力 

救急救命士の育成のため、就業前実習、再教育実習、薬剤投与実習等を実施するとともに、県立大学等の看護

師養成機関の授業や研修等に職員を講師として派遣した。また、捜査機関等からの照会、調査に協力した。 
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〇災害時における医療救護 

①医療救護活動の拠点機能 

災害対策担当看護師として、専任看護師を配置した。また、水防法に基づく洪水時の避難確保計画を策定し、計画

に基づく机上水害訓練を実施した。 

新型コロナウイルス医療対策本部における入院調整班として、ＤＭＡＴ隊員を延べ２０７回派遣するとともに、ク

ラスターが発生した病院に５日間、延べ２９名のＤＭＡＴ隊員を派遣した。 

②他県等の医療救護への協力 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、医療体制が逼迫した沖縄県に看護師２名を派遣した。 

 

○医療環境の変化に対応できる運営体制の構築 

中央病院では「病院会議」、北病院では「院内連絡会議」を通じ、院内の重要事項、課題等について病院全体で情報

の共有化を図った。また、中央病院の「病院会議」において各部署の優れた取り組みを発表させ、業務改善の重要

性について病院全体への意識付けを図った。 

 

○経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減 

①診療報酬請求の事務の強化 

診療報酬の迅速かつ適正な算定を行うため、柔軟な人員配置などにより、診療報酬請求体制の強化を図った。また、

診療報酬適正化に向けＤＰＣ担当は、病棟クラーク業務及び医師等に対して、診療報酬制度の周知・啓発に努めた。 

②使用料及び手数料の確保 

捜査関係事項照会への回答に医師の診断、意見を要するものは、文書料として1件２，２００円を請求すること

とした。また、予防接種ワクチンの接種料の見直しを行った。 

③未収金対策 

発生予防策として、会計窓口クレジットカード対応、即日請求、２次救急預り金制度、連帯保証人代行制度の導

入、限度額適用認定の入院前申請、また発生後の対策として、コンビニ納付、回収業務の弁護士委託、定期請求間

隔の短縮等に取り組んだ。これにより、当年・過年度に発生した未収金は、０．６億円減少した。 

④診療情報の活用 

クリニカルパスの分析の専門部署である病院機能管理担当を設置した。また、令和２年度をパス改革元年とし、ク

リニカルパス大会を開催し、多職種が参加した。 

⑤薬品費及び診療材料費の節減・適正化 

中央病院において、共同購入組織である日本ホスピタルアライアンスに平成２８年４月から加盟し、令和２年度は

１３分野の共同購入に参加し、約1億１，２００万円の経費削減ができた。 

診療材料の新規継続採用基準を新たに設け、ベンチマークが他院平均よりも安価、若しくは償還価格（ないものは

定価）の１２％以上の値引率とした。 

薬事委員会の内部委員会として、既存薬適正価格購入委員会を設け、医師、薬剤師、事務の多職種で価格交渉を行

った。 

⑥経費等の節減・適正化 

医師の負担軽減のため、スキャンセンター担当職員５名をＤＣ担当に配置替えした。また、委託料に係る他院比較

を行うとともに、機械備品に係るベンチマークを導入した。 

 

 

〇事務部門の専門性の向上 

プロパーの事務職員５名を採用した。 

令和２年度から、クリニカルパスの分析の専門部署である病院機能管理担当を設置した。 

 

○職員の経営参画意識の向上 

①経営関係情報の周知 

中央病院の「病院会議」、北病院の「院内連絡会議」において、病院全体の情報交換や意見交換、共通認識の醸成

を行い、各科の入院、外来の稼働額を前年同期と比較図示化し、前年同月に比べ稼働額が減った診療科については、

その要因を探り、対策を立てることにより、職員の経営参画意識を高めた。 

②取組の共有化 

「病院会議」、「院内連絡会議」において、中期計画等について説明し、共通認識を持って、日々の業務に取り組

んだ。 

「病院機能評価」の結果明らかとなった課題等について、各部署が改善に取組み、医療機能推進委員会で報告を

行った。 

③職員提案の奨励 

職員が病院経営について自由に提案するプロジェクト“KAIZEN”とプロジェクト“坂の上の雲”の２部門及び“働

き方改革”について募集を行い、令和２年度は２６件の提案があった。 

 

○その他業務運営に関する重要事項 

①保健医療行政への協力 

中央病院では、がん診療連携拠点病院、三次救急医療を担う高度救命救急センター、県内の周産期医療の中核を

なす総合周産期母子医療センター、難病医療拠点病院、新型コロナウイルス感染症重点拠点病院等として、北病院

では、精神科救急医療体制の２４時間化における精神科救急受診相談センター業務の一部を担うとともに常時対応

型病院として、また認知症対策における認知症疾患医療センター等として、県の保健医療に係る重要施策に貢献し

た。 

また、県が推進する後発医薬品について積極的に切り替えを行い、規格単位数量割合は中央病院で９７．５％、

北病院で８９．３％となった。 

②法令・社会規範の遵守 

倫理委員会を開催し、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理的、社会的観点から審査を行った。 

「被虐待を疑う患者（児）を診察・目撃した場合」のフローを改正した。また、被虐待を疑う患者が１８歳以

上の場合に対応するため、多職種によるＤＶ等虐待対応チームを設置した。 

③積極的な情報公開 

病院機構、中央病院、北病院がそれぞれホームページを開設しており、年度計画や決算状況、理事会の議事録

等を公表するとともに、法人組織や診療案内、研修内容、採用情報等に加え、新型コロナウイルスに係る情報な

ど、県民が知りたい情報を随時提供した。 

 

 

 



 - 5 - 

 ４ 特色ある取り組みや様々な工夫 

（１） 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

○救命救急医療 

救命救急センターでは、各消防本部からの要請により、２４時間体制で三次救急患者を受け入れるとともに、二

次救急患者など必ずしも救命救急センターの対応症例でない患者についても受け入れた。また、ドクターヘリ、ド

クターカーによる救命救急活動を実施し、増加する救急患者への対応、三次救急以外の患者を診察する治療スペー

スを確保するため、令和２年３月に二次救急処置室の再整備を行い、４月から運用を開始した。 

○総合周産期母子医療 

山梨大学医学部附属病院などと役割分担し、県内全てのハイリスクの妊婦等を対象に受け入れ、専門的な医療を

提供した。また、胎児超音波スクリーニング検査などにより、胎児の疾患の早期発見に努めるとともに、分娩まで

の継続的なサポートを実施した。 

○がん医療 

東京大学医学部附属病院のがんゲノム医療連携病院として、がんゲノム遺伝子パネル検査を実施した。また、遺

伝性乳がん卵巣がん症候群の診断を行う基幹施設指定され、この領域で、将来のがん発生リスクの高い患者のがん

関連遺伝学的検査を実施した。 

○感染症医療及び医療安全・感染症対策の推進 

第１種感染症指定医療機関として、また新型コロナ感染症重点医療機関として、重症患者を積極的に受入れた。 

院内全体で”誤投薬ゼロ“、”転倒転落ゼロ“に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２以上

の誤投薬及びインシデントレベル1以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じ

て共有した。 

新型コロナウイルスに係る院内感染防止のため、職員全員が毎日体温測定を行い、発熱状況を見える化した体温

モニタリングを実施するとともに、来院者すべての体温測定を徹底し、発熱者はコロナストップ・発熱外来にてコ

ロナ感染症の有無をチェックする体制を構築した。 

令和２年４月に新規採用職員１３０名及び異動職員に対し、ＰＣＲ検査を実施し全員の陰性を確認するととも

に、全職員を対象に新型コロナウイルスの抗体検査を５月と１２月に実施し、院内感染がないことを確認した。 

当院職員５名の感染が確認された際に、職員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ検査６０５件、抗原

定量２４８件、フィルムアレイ３５件を実施し、全員の陰性を確認した。 

○精神科救急・急性期医療 

スーパー救急病棟２病棟への患者数は年々増加しており、短期・集中的な治療を実施した。毎週、医師、看護師、

ケースワーカー、デイケアに携わるコメディカルスタッフによるケース会議を開催し、患者の治療方針、退院促進、

退院後のリハビリテーション等について、症例検討する中で総合的で一貫した医療を提供した。 

○児童思春期精神科医療 

県内医療ネットワーク体制の中で唯一の児童・思春期病棟を持つ病院として、看護師配置を１０：１とし、専

従のコメディカルを配置するなど、手厚い医療を提供した。また、増加傾向にある児童・思春期患者に対応する

ため、児童思春期の初診時の診断及び治療を標準化し、児童思春期専門医による指導体制を確立することで、よ

り高度で専門的な診療を実施するとともに、平成３０年１２月から、児童思春期病床を２０床から２３床に増床

した。 

○医療の標準化と最適な医療の提供 

ＤＰＣから得られる情報を元に、当院と他のＤＰＣ参加病院の診療内容を比較し、各種医療資源（処置、検査、

投薬、手術等）の投下状況を分析した。また、クリニカルパスの専門部署を設置するとともに、専従職員２名を

配置し、このＤＰＣの分析データを活用してクリニカルパスの新設や見直しを随時行った。 

○質の高い看護の提供 

病院機能を強化するため、災害対策、情報管理、クリニカルパスに係る専従看護師を配置した。 

２名の看護師が感染管理・皮膚排泄分野の特定行為研修を修了した。また、７名が認定看護師の資格を取得する

とともに、３名が教育課程を受講した。 

   

○医療に関する調査及び研究 

中央病院では、新規４件、継続３８件の治験のほか、臨床研究や製造販売後調査を、北病院では、精神科分

野の臨床研究や製造販売後調査を実施した。 

「全ゲノム解析によるブラジル変異株の市中における国内初の報告」他１２本の新型コロナウイルスに係る論

文を投稿した。 

○職場環境の整備 

職員の健康管理、労働環境の改善、働きやすい職場づくりを更に推進するため、各部署に健康管理担当者を設

置した。また、休暇取得促進のため、半日単位での年休取得制度を設ける旨の規程改正を行うとともに、新たな

特別休暇として「学校行事参加休暇」及び「不妊治療休暇」を設けた。 

医師事務作業補助者を１９名採用し、２０対１医師事務作業補助体制加算を取得した。また、看護夜間配置を

１６対１から１２対１に引き上げた。 

○地域医療機関との協力体制の強化 

紹介率は、７７．２％、逆紹介率は７４．９％と高い水準にある。 

新型コロナウイルス関連として、ＰＣＲ検査に加え、２１種類のウイルス・細菌を５０分で検出できる機器を

稼働させ、高感度で迅速な検査体制を構築し、２４時間体制の発熱外来を介して、かかりつけ医を後方支援した。 

○災害時における医療救護 

災害対策担当看護師として、専任看護師を配置した。また、水防法に基づく洪水時の避難確保計画を策定し、

計画に基づく机上水害訓練を実施した。 

新型コロナウイルス医療対策本部における入院調整班として、ＤＭＡＴ隊員を延べ２０７回派遣するととも

に、クラスターが発生した病院に５日間、延べ２９名のＤＭＡＴ隊員を派遣した。また、新型コロナウイルス感

染拡大に伴い、医療体制が逼迫した沖縄県に看護師２名を派遣した。 

 

（２）業務運営の改善及び効率化並びに財務状況に関する事項 

  ○経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減 

クリニカルパスの分析の専門部署である病院機能管理担当を設置した。また、令和２年度をパス改革元年と

し、クリニカルパス大会を開催し、多職種が参加した。 

日本ホスピタルアライアンスの共同購入に参加し、約1億１，２００万円の経費削減ができた。 

診療材料の新規継続採用基準を新たに設け、ベンチマークが他院平均よりも安価、若しくは償還価格（ない

ものは定価）の１２％以上の値引率とした。また、薬事委員会の内部委員会として、既存薬適正価格購入委員

会を設け、医師、薬剤師、事務の多職種で価格交渉を行った。 

委託料に係る他院比較を行うとともに、機械備品に係るベンチマークを導入した。 

（３）その他業務運営に関する事項 

  ○保健医療行政への協力 

中央病院では、がん診療連携拠点病院、三次救急医療を担う高度救命救急センター、県内の周産期医療の中

核をなす総合周産期母子医療センター、難病医療拠点病院、新型コロナウイルス感染症重点拠点病院等として、

北病院では、精神科救急医療体制の２４時間化における精神科救急受診相談センター業務の一部を担うととも

に常時対応型病院として、また認知症対策における認知症疾患医療センター等として、県の保健医療に係る重

要施策に貢献した。 

特に令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に関連して、医療従事者等向け新型コロナウイルスワクチン

の管理・分配やクラスター発生施設への感染管理の専門医・看護師を派遣、感染症宿泊療養施設での医師のオ

ンコール対応など、県からの様々な要請に協力した。 

 



県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(1)政策医療の提供

１　医療の提供

(1)政策医療の提供

１　医療の提供 １　医療の提供

(1)政策医療の提供 (1)政策医療の提供
 ①県立中央病院  ①県立中央病院

ア　救命救急医療 ア　救命救急医療 (1)救命救急医療
・

・
【実績（定量的な業績指標）】

・

・

・

・

【実績（その他の取組状況）】

・

　山梨県の三次救急医療を担う高度救命救急セン
ターを中心とした救命救急医療の提供やドクター
ヘリ及びドクターカーの活用による、早期の救命
救急医療の提供により、現在の高い救命率を維持
するとともに、施設、人員、医療機器等の体制の
充実により、更なる救命率の向上に努める。
　また、精神疾患を有する救急患者に対し、関係
機関と連携して適切な医療を提供する。
　さらに、初期救急医療及び二次救急医療体制に
ついては、他の医療機関、医師会などの関係機関
及び自治体と連携する中で、救急医療体制の確保
に協力する。

  ドクターヘリ及びドクターカーの活用によ
る、早期の救命救急医療を提供する。

　広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の患者に対する救命医療を行うため、平成３１年４月に「高度救命救急センター」の
指定を受け、より高度で専門的な救急医療を提供できる体制を整備した。

　令和２年における病院外心肺停止症例における社会復帰症例数については、平均年齢が過去最も高いにも関わらず、
１９人（６．３％）と過去最高であった。

　初期救急医療及び二次救急医療体制について
は、他の医療機関、医師会などの関係機関及び
自治体と連携する中で、救急医療体制の確保に
協力する。
　三次救急医療を担う高度救命救急センターと
同センター隣に整備する二次救急処置室の機能
を最大限に活用し、さらなる救急医療体制の強
化に努める。

第２　県民に提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためとるべき措置

第１　県民に提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためとるべき措置

　高度救命救急センターにおいて、最適な環境
で緊急手術等が可能となる施設整備や最新の放
射線機器が導入できる十分なスペースを確保す
るため、中央病院１階東側に新たな施設の建設
に向け準備を進める。

年　度　計　画

評　価

　救命救急医療、総合周産期母子医療、がん医療を
はじめとした県民生活に欠くことのできない医療の
提供に向けて、一層の高度化、専門化を図る。ま
た、脳卒中、心臓病その他の循環器病に対する医療
の充実を図る。

　救命救急医療、総合周産期母子医療、がん医療を
はじめとした県民生活に欠くことのできない医療の
提供に向けて、一層の高度化、専門化を図る。ま
た、脳卒中、心臓病その他の循環器病に対する医療
の充実を図る。

  三次救急医療を担う高度救命救急センターと
各診療科が連携を図り、迅速で効率的な治療を
行う。

業務実績及び法人の自己評価

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れているＳ

中
期
目
標

 　政策医療を確実に県民に提供するとともに、医療の質の向上に努め、県民に信頼される医療を提供するこ
と。

　山梨県の基幹病院として県民の健康の保持及び増
進に寄与するため、政策医療を的確に提供するとと
もに、高度・専門・先進的で、県民に信頼される質
の高い医療を提供する。

  救命救急医療、総合周産期母子医療、精神科救急・急性期医療、児童思春期精神科医療など、他の医療機
関では対応が困難であるが県民生活に欠かすことのできない政策医療を提供し、本県の基幹病院としての役
割を果たすこと。
　また、がん、難病、エイズ、感染症といった県の拠点病院に指定されている疾病について重点的に取り組
み、本県の医療水準の向上に先導的な役割を果たすこと。特にがん医療については、ゲノム医療を推進する
こととし、国の取組を踏まえつつ、適切な医療提供体制を整備すること。
　さらに、心神喪失者等医療観察法に基づく指定医療機関としての医療を提供するとともに、精神科の重
度・慢性入院患者、重症通院患者、依存症患者の社会復帰を目指すこと。併せて、年々増加する認知症疾患
の患者が地域で安心して暮らし続けられるよう専門医療を提供すること。
　なお、政策医療の提供に当たっては、引き続き県内の医療機関、関係行政機関等と適切な連携及び協力を
行うこと。

中　期　計　画

　令和元年１１月に中央病院に開設した精神・
身体合併症病棟において、関係機関と連携して
適切な医療を提供する。
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・

・

・

・

・

　救急車搬送人数のうち三次救急は、前年度と比べて４．４％増の１，５５１人、また、一次救急他から三次救急の合計は、
３．０％減の５，４８７人となった。

　高度救命救急センターでは、各消防本部からの要請により、２４時間体制で、三次救急患者を受け入れた。二次救急患
者など必ずしも高度救命救急センターの対応症例でない患者についても受け入れており、セーフティーネットの役割も担っ
ている。

　ドクターヘリのランデブーポイントは、令和２年度に６件増えて、４５２件となった。

業務実績及び法人の自己評価年　度　計　画

　令和２年度のドクターヘリの現場から医療機関への搬送時間は平均２１分、出動件数は前年度と比べて１７．７％減の４
１０件（現場出動３４９件、病院間搬送４１件　離陸後キャンセル２０件）となった。なお、搬送者には新型コロナウイルス感
染症患者（後日、擬陽性と判明）もおり、感染リスクを負いながらも、使命感をもって従事した。

　ドクターカーの出勤件数は、前年度と比べて４．２％減の２９５件となった。

中　期　計　画

ドクターヘリランデブーポイント （単位：箇所）

ポイント数 （1.3%増）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
415 413 444 446 452

救急車で搬送された人数 （単位：人）

（2.4%減）
（10.1%減 ）
（4.4%増）
（3.0%減）6,136

1,462
6,163

Ｈ３０

1,773

Ｒ１
2,788

5,487

Ｈ２７

1,473
1,829

2,741
Ｈ２９

1,960

計

2,669

1,485
1,870
1,309

2,400
Ｈ２８
2,798

※　一次救他は、一次救急、二次救急当番日以外に搬送された二次救急患者及び二次救急当番日に
　　甲府・中巨摩地区以外から搬送された二次救急患者

1,832

5,848 6,100 5,658

一次救他

1,516
二次救
三次救

2,342
Ｒ２

1,551
1,594
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・

・

・

・

・

・

・

イ　総合周産期母子医療 イ　総合周産期母子医療 (2)総合周産期母子医療

【実績（定量的な業績指標）】

・

　ドクターヘリについては、消防本部などの関係者で３か月に１度、症例検討会を開催しており、実際の事案をもとに、適切
な運用について検討を行っている。令和２年度は３回開催しており、運航開始から通算で３４回となった。

　精神科医療が必要な患者に対して、中病と北病の連携を進めており、令和２年度は中病から北病に２６名の患者を、北
病から中病に８名の患者を転院させた。

業務実績及び法人の自己評価

　山梨県の総合周産期母子医療センターとして、
ハイリスク患者の受入体制を確保し、高度な医療
を提供することにより、県全体の新生児死亡率等
の低減に寄与する。
　また、胎児超音波スクリーニング検査などによ
り疾患が発見された場合には、母体・胎児への継
続的な支援を行う。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている

年　度　計　画

評　価

　山梨県、神奈川県及び静岡県のドクターヘリの広域連携を継続して実施している。令和２年度の山梨県から他県への連
携は４件、他県から山梨県への連携は３件であった。

　令和２年度は、高度救命救急センター内へＥＲ型ハイブリッド室及びＸ線血管撮影装置を配置するため、中央病院東側
敷地の増築について、基本・実地設計業務の委託契約を締結し、令和３年９月の入札、令和４年８月の完成を予定してい
る。

　県などの要請を受け、高度救命救急センターの患者のうち、精神科医療が必要な患者に対応するため、精神身体合併
症病棟を令和元年１１月に開棟した。令和２年度の患者数は、前年度と比べて１１６．７％増の１３名であった。

中　期　計　画

　山梨県の総合周産期母子医療センターとして、
ハイリスク患者の受入体制を確保し、高度な医療
を提供することにより、県全体の新生児死亡率等
の低減に寄与する。また、胎児超音波スクリーニ
ング検査などにより疾患が発見された場合には、
母体・胎児への継続的な支援を行う。

　増加する救急患者への対応、三次救急以外の患者を診察する治療スペースを確保するため、令和２年３月に二次救急
処置室の再整備を行い、令和２年４月から運用を開始した。

Ｓ

　甲府地区の初期救急における深夜帯診療が中止されたため、平成２８年度から二次救急当番日には、初期救急の患者
を緊急避難的に受け入れている。さらに、一部の二次救急病院の受入れに支障が出ているため、令和２年度は、これまで
以上に当番日を引き受けた。

　山梨大学医学部附属病院などと役割分担し、県内全てのハイリスクの妊婦等を受け入れ、専門的な医療を提供
した。特に産褥以外の母体、新生児救急搬送は、当院で振り分けを行うことにより、地域の分娩取扱機関との連
携を図りながら総合的・専門的な医療を提供している。

ニ次救急当番日数 （単位：日）

土曜当番日数 （皆増）
休日当番日数 （17.2%減）
夜間当番日数 （0.9%増）
二次救急当番数 （7.2%増）

0 0 0 0 0 14

111
29 24

Ｈ２７ Ｒ１

110112 112
134 139137 130 129 149

107 110

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

22 24

Ｒ２

25 18
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【実績（その他の取組状況）】

・

・

・

・

・

・

　胎児超音波スクリーニング検査などにより、胎児の疾患の早期発見に努めるとともに、分娩までの継続的なサ
ポートを実施している。検査の実施件数は、前年度と比べて１８．８％減の１，６５４件となった。

　産後のうつ予防や新生児への虐待予防等を図るため、平成３０年度から県内全市町村を対象とした産婦検診を
実施しており、検査者数は前年度と比べて３．３％増の１，２９６件となった。

中　期　計　画 年　度　計　画

　分娩取扱件数は、前年度と比べて２．７％減の７７０件となった。

　ＮＩＣＵでは、平成２５年度からＮＩＣＵ入院児退院支援コーディネーター１人を配置し、退院支援を行って
いる。また、平成３０年度から正規職員を配置し、支援の充実を図っている。

　ＭＦＩＣＵの延べ入院患者数は、前年度と比べて１５．４％減の１，４８６人となった。また、ＮＩＣＵの延
べ入院患者数は、４．８％増の３，７８９人となった。

業務実績及び法人の自己評価

　県・甲府市からの依頼により、令和２年９月から新型コロナウイルス感染症に不安を抱える妊婦へのＰＣＲ検
査を実施し、院外の妊婦２９件、院内の妊婦３６１件、計３９０件の検査を実施した。

ＮＩＣＵ入院児退院支援件数 （単位：件）

（5.5%増）199
Ｒ１
146178 154

H３０Ｈ２８ Ｒ２

支援件数

H２９Ｈ２７
174199

産婦検診実績 （単位：人）

（3.3%増）
※H29年7月より開始。H30年4月より県内全市町村で実施（H29年度は甲府市、甲斐市、中央市、昭和町のみ実施）

Ｒ１
1,255 1,296

Ｈ３０ Ｒ２
485 1,146
Ｈ２９

検査者数
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ウ　がん医療 ウ　がん医療 (3)がん医療

・

・

 (ｱ)がん治療の充実  (ｱ)がん治療の充実

・

 (ｲ)ゲノム医療の推進  (ｲ)ゲノム医療の推進 ・

 (ｳ)ゲノム解析の推進  (ｳ)ゲノム解析の推進

・

 (ｴ)遺伝カウンセリングの充実  (ｴ)遺伝カウンセリングの充実

 (ｵ)キャンサーボードの充実  (ｵ)キャンサーボードの充実

・

 (ｶ)緩和ケア診療の充実  (ｶ)緩和ケア診療の充実

  

・

業務実績及び法人の自己評価

　専門的ながん医療の提供、地域との連携協力体
制の構築、がん患者に対する相談支援・情報提供
など、がん診療連携拠点病院としての機能を拡充
する。院内のより緊密な連携体制を確立する中
で、チーム医療を推進するなど、がんの包括的診
療体制を充実し、がん医療の質の向上に努める。
　また、ゲノム医療の推進に取り組み、がんゲノ
ム医療の拠点病院としての機能を強化する。

  患者の身体の苦痛及び家族の不安などを軽減す
るため、緩和ケア診療の充実に取り組む。

　遺伝子検査を行い、患者の遺伝子の異常を明ら
かにすることで、患者一人ひとりに最適な治療方
法の選択、臨床試験・治験の実施等につながるゲ
ノム医療を推進する。また、がんゲノム医療の拠
点病院としての機能を強化する。

中　期　計　画

  ゲノム解析センターにおいて、遺伝子情報の解
析を行い、科学的根拠に基づいた適切な薬剤投与
法や診断法を確立し、患者一人ひとりに合わせた
次世代型のがん医療提供に向けて、臨床と研究の
一体的な取組を推進する。

  がん患者の状態や意向を踏まえた適切な治療を
行い、がん医療の質の向上を図るため、院内外の
各専門領域の医師、看護師及び検査技師等が参加
し、手術、化学療法、放射線療法などの治療方法
を包括的に議論する場であるキャンサーボードの
充実に努める。

年　度　計　画

　平成２８年度から最新型の低侵襲手術支援ロボットであるda Vinci Xiを導入し、令和２年度末までに子宮手術を３４１例、
前立腺がん手術を２２２例、胃手術を１４０例、腎臓がん手術を５７例実施した。また、令和２年７月から子宮（腹膣鏡下仙
骨膣固定術）を対象手術とした。なお、ロボット支援下至急悪性腫瘍手術（子宮体癌）の手術件数は、全国２位である。

　乳がんや卵巣がん等遺伝子の関与が疑われるが
ん患者等に対してカウンセリングを実施し、得ら
れた結果に基づき適切な治療を行う。

  がん患者の状態や意向を踏まえた適切な治療を
行い、がん医療の質の向上を図るため、院内外の
各専門領域の医師、看護師及び検査技師等が参加
し、手術、化学療法、放射線療法などの治療方法
を包括的に議論する場であるキャンサーボードの
充実に努める。

  手術、化学療法及び放射線療法を効果的に組み
合わせた集学的治療の推進やがん相談など治療に
伴う精神的ケアの支援により、がん治療の充実を
図る。また、がんセミナーや市民公開講座を開催
するなど、県民に向けた情報提供等に取り組む。

  患者の身体の苦痛及び家族の不安などを軽減す
るため、緩和ケア診療の充実に取り組む。

S 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている

　通院加療がんセンターの待ち時間短縮のため、ベッド数を６床増床し３８床にするとともに、患者サービス向上のためリク
ライニングチェアを１１脚購入した。

  ゲノム解析センターにおいて、遺伝子情報の解
析を行い、科学的根拠に基づいた適切な薬剤投与
法や診断法を確立し、患者一人ひとりに合わせた
次世代型のがん医療提供に向けて、臨床と研究の
一体的な取組を推進する。

　乳がんや卵巣がん等遺伝子の関与が疑われるが
ん患者等に対してカウンセリングを実施し、得ら
れた結果に基づき適切な治療を行う。

　近年がん治療の新薬として注目されている、免疫チェックポイント阻害剤について、治療対象の拡大に応じ適切な投与を
進めている。

　がん化学療法患者数は、前年度と比べて４．８％増の１４，３４３人となった。

評　価

　中央病院においては、令和元年１１月から開始
した「遺伝子パネル検査」を東京大学と連携して
積極的に行うとともに、患者の遺伝子の状態を明
らかにすることで、患者一人ひとりに最適な治療
方法の選択、臨床試験・治験の実施等につなげて
いく。

　手術、化学療法及び放射線療法を効果的に組み
合わせた集学的治療の推進やがん相談など治療に
伴う精神的ケアの支援により、がん治療の充実を
図る。

　放射線治療患者数は８，９０７人、治療門数は前年度と比べて０．２％減の２６，８４９門であった。また、患者の放射線被
ばくによる副作用の軽減及び治療効果を高めるための定位放射線治療の患者数は、２０５．３％増の１７４人であった。

　がん患者の治療に伴う精神的ケアの充実に積極的に取り組んでいる。平成２７年８月からは、相談体制の強化のため、
がん看護外来を設置し、緩和ケア認定看護師等により、がん治療に対する専門的かつ継続的なカウンセリングを行った。

　中央病院の新規入院患者数は、前年度と比べて１．７％減の１４，０４５人、うち新規入院がん患者数は、１．５％増の３，
９４０人となった。

da Vinci Ｘｉ 部位別手術件数 （単位：件）

（7.5%減）
（9.1%増）
（196.8%増）
（1.3%増）
（75.0%増）
（81.0%増）
（16.7%増）
（25.0%減）
（42.9%増）

42
6
4

231151

Ｈ３０
39

14
92

Ｒ２Ｈ２８

5

ー

330

胃
ー

縦隔（良性） ー
縦隔（悪性）

3ー

22
7

前立腺
腎

7729

58 49

36 56

ー ー

15

ー

ー

2
12

ーー

Ｈ２９

子宮（体癌）

計

ー

26

食道

8

76

76
8 14

31

2
子宮（体癌以外）

ー

23
Ｒ１
53
11

放射線治療の状況

35,457
8,651 8,793

Ｈ２８
8,686

34,926
延べ患者数(人）

34,556

Ｈ３０
9,303

Ｈ２７ Ｈ２９

治療門数（門）

Ｒ１

24,953
8,907
Ｒ２

26,896
8,915

26,849
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・

・

・

・
・

・

・

・

・

・

中　期　計　画 年　度　計　画

　がんゲノム解析検査件数は、前年同期と比べて４４．５％減の１，６２３件であった。

　平成２８年７月に甲府公共職業安定所と協定書を締結し、がん等の疾病で長期にわたり治療が必要となる患者に対し、
治療と両立できる求人の開拓や就職後の職場定着の支援を行う就職支援ナビゲーターによる出張相談を当院のがんセ
ンターで実施している。令和２年度は、１件面談を行った。

　令和２年度のがんリハビリテーションの患者数は、前年度と比較して、１７名増の１５６名であった。

　がんゲノム遺伝子パネル検査によって確認されたがん患者の遺伝子変異について、解析・評価を行い、その患
者にとって最適な医薬品・治験等について検討する東京大学とのパネル会議を４８回開催し、２２の症例につい
て検討した。

　平成２５年度から遺伝カウンセリングを実施し、得られた結果に基づき適切な治療を行っており、令和２年度の実績は６
件であった。

　院内外の医療従事者を対象にしたキャンサーボードを開催し、がん医療の質の向上に努めている。

　緩和ケアチームが一般病棟の患者に対し、回診を行っている。また、緩和ケア部会では、緩和ケア病棟や緩和ケア外来
等の運用や課題について検討を行った。なお、緩和ケア勉強会については、新型コロナウイルスの影響により、令和２年
度は開催できなかった。

業務実績及び法人の自己評価

　令和元年１２月から、肺がん診療において、非小細胞肺がんの４つの遺伝子（EGFR、ALK、ROS1、BRAF）を同時に測定
する「Oncomine Dx Target Test マルチ CDxシステム」を導入し、少量の検体から抽出した検査材料（核酸、DNAとRNA）を
一度に測定し、ゲノム異常に合わせた最新の有効的な分子標的治療薬を患者さんに処方している。
　令和元年度の検査件数は３２件であり、令和２年度の検査件数は５７件であった。

　平成３１年２月に東京大学医学部附属病院のがんゲノム医療連携病院として先進医療Ｂ「遺伝子パネル検査」の実施医
療機関に指定され、令和元年６月に保険収載された、がんゲノム遺伝子パネル検査を２５件実施した。

　令和２年度は、新型コロナウイルスの影響により、がんセミナーや市民公開講座は開催できなかったが、山梨日日新聞
の紙面上で「やまなし医療最前線」として、「（がんからの）奇跡の生還」や「きれいに早く」等の連載により、がんに係る最新
医療等の情報提供を行った。

がんゲノム解析検査件数 （単位：件）

（44.5%減）
（31.8%増）
（51.1%増）
（65.9%減）
（58.1%減）
（27.5%増）
（41.6%減）
（77.8%減）
（66.7%減）
（28.1%増）

0 41 14

うちMPL 0 0 0 0 31 13

うちMSI（FALCO) 0 0 0 112 173 101
うちRAS/BRAＦ 0 0 0 37 51 65

うちUGT１A１ 0 0 0 44 66 87

うちJAK２ 0 0 0 76 94 142

うちCALR 0 0 0

うちOncomine 0 0 0 0 32 57
うちBRCA１/２ 0 0 0 9 12 4
うちMSI（家族) 0 0 0 15 9 2

Ｒ１
2,926966 1,623

Ｒ２

検査件数

Ｈ３０Ｈ２７
1,198 1,983
Ｈ２９

1,152
Ｈ２８

がんパネル会議の状況

（336.4%増）
（83.3%増）

48回

症例数 12件 22件

R1.11～ Ｒ２

開催回数 11回
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・

・

エ　循環器病医療 エ　循環器病医療 (4)循環器医療
・

・ ・

・

・

・

オ　難病（特定疾患）医療 オ　難病（特定疾患）医療 (5)難病（特定疾患）医療

・

・

　専門医の継続的な治療を行うとともに、関係医
療機関との連携を強化しながら、最適な医療の提
供を行う。

業務実績及び法人の自己評価中　期　計　画

  循環器病対策基本法に基づき、循環器病患者に
対する高度で専門的な医療を提供するため、施
設、人員、医療機器等の体制の充実を図る。

  専門医の継続的な治療を行うとともに、関係医
療機関との連携を強化しながら、最適な医療の提
供を行う。

年　度　計　画

　循環器病対策基本法に基づき、循環器病患者に
対する高度で専門的な医療を提供するため、手術
室の改修及びカテーテル室の増設等に向けた準備
を進める。
　循環器病患者に対して良質かつ適切なリハビリ
テーションを行うため、先進病院の視察を行うと
ともに、施設基準取得に向けた調査等を行う。

　循環器センターでは、循環器内科と心臓血管外科が密接な連携をとり、急性期治療から亜急性期治療を中心に、２４時
間体制で治療を行っている。ステントグラフト内挿術のうち腸骨動脈分岐デバイスの令和２年度の症例数は国内最多で
あった。また、経静脈電極抜去など、新しい治療法についても積極的に取り入れている。

　令和２年度は、高度救命救急センター内へＥＲ型ハイブリッド室及びＸ線血管撮影装置を配置するため、中央病院東側
敷地の増築について、基本・実地設計業務の委託契約を締結し、令和３年９月の入札、令和４年８月の完成を予定してい
る。（前述Ｐ８）

　令和３年３月に、県と共同で、がんと診断されて間もない患者さんの思いに寄り添い、支援の一助となることを目指して、
「信頼でき、わかりやすく、役立つ情報」を一冊にまとめた「患者必携～山梨県がんサポートブック」を改定した。

評　価

　難病医療拠点病院として、山梨大学医学部附属病院と役割分担を行う中で、神経難病を除く特定疾患医療の患者を受
け入れ、適切な医療を提供した。

　早期からの途切れのないリハビリ医療の実施を目的として、試行的に令和２年６月～７月と１１月に土曜日及び祝日のリ
ハビリテーションを実施した。令和３年４月からは、人員体制を整え、通年で土曜日及び祝日におけるリハビリテーションを
実施している。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている評　価

新型コロナウイルス感染症の影響により、評価なし

　ＩＣＵ入室後早い段階での離床・リハビリに対する「早期離床・リハビリテーション加算」を令和３年１月から算定した。

Ａ

　令和２年９月に、原発性、転移性を問わず、骨や筋肉にできる腫瘍を包括的に診ることを目的とした骨転移外来（運動器
腫瘍外来）を開設した。

　県内の指定難病患者５，０３５人のうち、中央病院の患者数は、山梨大学医学部附属病院に次いで２番目に多い１，０１２
人であり、診療割合は２０．１％であった。

アブレーション治療症例数 （単位：件）

（5.7%減）
（3.8%増）

アブレーション・・・治療用のカテーテルで不整脈を起こす原因となっている異常な電気興奮の発生箇所を焼き切る治療法

（うち心房細動） (54) (65) (135) (209) (234) (243)

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
91アブレーション 139 203 300 296314

不整脈のデバイス治療症例数 （単位：件）

埋込型除細動器移植術（経静脈リード）ICD
経 静 脈 電 極 抜 去

埋込型除細動器移植術（皮下埋込型リード）S-ICD

リ ー ド レ ス ペ ー ス メ ー カ ー

0 0 0 0 0 2

0 0 0 4 5 3
0 2 0 4 3 3
0 7 5 5 7 7

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
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・

・

カ　エイズ医療 カ　エイズ医療 (6)エイズ医療

・

・

・

・

キ　感染症医療 キ　感染症医療 (7)感染症医療

・

・

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　一類感染症（エボラ出血熱など７疾患）患者及
び結核患者を受け入れる病室を活用し、山梨県の
感染症指定医療機関としての医療を提供する。
　また、新型インフルエンザ患者など感染症患者
に対する外来診療や、重篤患者に対する陰圧個室
を使った入院治療など、専門的な医療を提供す
る。さらに山梨県内での感染症発生時には、県の
指導を受けながら必要な情報の収集及び提供、患
者の受入体制の構築に努める。

　在宅医療・介護を行う医療機関、訪問看護事業所、訪問介護事業所及び居宅介護事業所等を支援するため、支援チー
ムを派遣する体制を整えるとともに、平成２８年８月からエイズ予防財団が行っている「ＨＩＶ支援チーム派遣事業」を受託
し、支援チーム派遣事業設置中核拠点病院となっている。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業
を実施できなかった。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている

評　価

評　価 S

　第一種感染症指定医療機関として、総合診療科・感染症科の医師及び感染対策室に感染症専従の認定看護師２名を
配置し、院内の感染症対策の強化を図っている。

中　期　計　画

  患者に対する総合的、専門的な医療を提供し、
臨床心理士によるカウンセリングを行うととも
に、エイズ治療拠点病院として山梨県の要請に応
じた事業を実施する。

　一類感染症（エボラ出血熱など７疾患）患者及
び結核患者を受け入れる病室を活用し、山梨県の
感染症指定医療機関としての医療を提供する。
　また、新型インフルエンザ患者など感染症患者
に対する外来診療や、重篤患者に対する陰圧個室
を使った入院治療など、専門的な医療を提供す
る。さらに山梨県内での感染症発生時には、県の
指導を受けながら必要な情報の収集及び提供、患
者の受入体制の構築に努める。

業務実績及び法人の自己評価年　度　計　画

　山梨県産業保健総合支援センターと連携して、当院に入院または、通院治療をしている患者のうち、治療を継続しながら
仕事を続けることを希望する患者に対して個別調整支援を行う「治療と仕事の両立支援相談窓口」を令和２年５月１日に設
置した。令和２年度の面談希望はなかった。

　一類感染症の患者を受け入れられる感染症病床２床、結核病床１６床を確保し、受入体制を整えている。結核病床の入
院患者数は、前年度と比べて２．０％減の４９人であり、延べ入院患者数は、５８．８％減の１，０１５人となった。

　患者に対する総合的、専門的な医療を提供し、
臨床心理士によるカウンセリングを行うととも
に、エイズ治療拠点病院として山梨県の要請に応
じた事業を実施する。

　中央病院は、エイズ治療中核拠点病院として、県内の拠点病院を支援するとともに、医師、看護師による治療、薬剤師
による服薬指導、臨床心理士によるカウンセリングなど、多職種による専門的な医療を提供した。

　患者からの要望に応じ、医師の判断に基づいて、臨床心理士によるカウンセリングを７回実施した。また、エイズ患者に
対するチーム医療の推進を図るため、院外の臨床心理士を含めたＨＩＶ部会を３回開催し、エイズ患者等の症例検討や診
療方針等を決定した。

　県内のＨＩＶ感染者及びＡＩＤＳ患者の累計数は、令和２年１２月末で１８３人であるが、中央病院の累積受診患者数は、１
４３人であり、７８．１％を当院で診療している。また、令和２年度の通院患者数は６８人であり、新規受診症例は１０例であ
る。

　臨床調査個人票作成件数（更新）は、新型コロナウイルス感染症の影響により、特定医療費（指定難病）受給者証の有
効期間の満了日が自動的に1年延長されたことから、前年度と比べて９８．４％減の１３件となった。

Ａ

難病患者数の推移 （単位：人）

（0.5%減）
（1.6%減）
（55.6%減）
（10.0%減）
（9.7%減）1,057 1,121 1,012合計 1,108

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

潰瘍性大腸炎 202 170 195 194

クローン病 56 53 61 60

突発性拡張型心筋症 46 43 45 20

その他 804 791 820 738

臨床調査個人票の状況 （単位：件）

注：「臨床調査個人票」　・・・・・難病患者の医療費助成制度の申請に必要となる医師の診断書

（18.6%減）

（98.4%減）

（83.7%減）合計

809

162

13652

725

Ｈ２７

205

Ｒ１

183

936 964

199

765

Ｈ２８

140

796

73

988

Ｈ２９

783

992

Ｈ３０ Ｒ２

149
臨床調査個人票

作成件数（新規）

臨床調査個人票
作成件数（更新）
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・

・

・

・    新型コロナウイルス患者については、令和２年度は１３９名、令和元年度を含めると１４３名の入院患者を治療した。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　新型コロナウイルス協力医療機関において、夜間に陽性患者が発生し、重症化もしくは重症化の恐れがある患者の受入
要請があった場合、当院が曜日（月・水・金・日）により受け入れている。

　令和２年７月に院内感染防止と患者の診断・治療の指針としての「新型コロナウイルス感染症対応マニュアル」を作成
し、電子カルテに掲載した。

　新型コロナウイルス感染症患者用エリア内でシャワー浴が行えるよう、機械浴室をシャワールームに改築するとともに、
専用の洗濯機、乾燥機を設置した。

業務実績及び法人の自己評価

　外国人患者に対して、多言語で新型コロナウイルスの感染防止上必要な情報を提供するため、デジタルサイネージ(電
子看板）を設置した。

　令和２年８月に県から新型コロナウイルス感染症重点医療機関の指定を受け、８Ｂ一般病床を陰圧室に改修するなど最
大４５症の受入れ体制を整えた。

　新型コロナウイルス感染症患者の看護と感染対策ができる人材を育成するため、希望者２６名に対して、新型コロナウイ
ルス感染者の入院病棟で看護及び環境整備などの実務経験の機会を設けた。また、経験を積んだ看護師をクラスターが
発生した老人施設等へ派遣した。

　 令和２年５月から新型コロナウイルス感染症患者に対応するため、発熱外来用プレハブを９台設置し診療室等として活
用した。また、新型コロナウイルスへの感染が疑われる人が病院を訪れた際に院内感染を防ぐため、山梨県から無償貸
与を受け、令和３年３月に医療用コンテナを設置した。併せて、診断のためのポータブルＸ線装置や超音波画像診断装
置、治療のための人工呼吸器２０台や体外式模型人工肺（ECMO）２台等を整備した。

年　度　計　画

　令和２年２月から、情報共有のため、週３回（月、水、金）朝７：３０より、多職種によるコロナ対策会議を開催している。

　専門医による感染症診断を行うための血液培養などの正しい検査の方法や適正な抗菌薬の使用などの研修会を実施
するとともに、ＡＭＳ（Antimicrobial stewardship[抗菌薬適正使用]）による耐性菌増加の抑制、感染症診療に取り組んだ。
令和２年度の抗菌薬（カルバペネム）の投与患者数は、前年度と比べて２５．３％増の３３２人となった。

　水痘、汎発性帯状疱疹、新型コロナウイルスなどの空気感染対策が必要な患者に対して、陰圧個室を使った入院治療を
行った。陰圧個室の入院患者数は、前年度と比べて１０５．１％増の８０人となった。

　令和２年７月に、新型コロナウイルスの院内感染を想定した対応訓練を実施し、５９名（院内５６名、保健所等３名）が参
加した。また、対応訓練で確認された課題に対する訓練を令和２年９月に実施し、５３名が参加した。更に、１１月には新型
コロナウイルスに係る職員陽性者発生時の振り返り訓練を実施し、６１名が参加した。

　令和２年４月に、新型コロナ感染症の職員の罹患等により、診療規模を通常の５割以下に縮小せざるを得ない場合を想
定して、事業継続計画ＢＣＰを作成した。

　令和３年４月から、精神科病院及び障害者施設に入院、入所中の者で、新型コロナウイルス感染症が陽性であり、かつ
精神障害等の程度により感染症病床への入院が困難な者について、県からの要請により受け入れることとした。

中　期　計　画

　３密を避け、院内感染を予防するため、多目的ホールを職員や委託職員に昼食場所として、開放した。

　感染防止対策地域連携加算の算定要件となっている相互評価について、令和２年度は山梨大学付属病院と相互評価を
実施した。

結核病床入院患者の状況 （単位：人）

（2.0%減）
（58.8%減）

Ｒ１

1,230

新規入院患者数

Ｈ２７
27

1,892 1,015
49
Ｒ２Ｈ３０

25
年間延べ入院患者数 1,724

27
Ｈ２８

50
Ｈ２９
33

2,4661,394
※　結核病床入院した新型コロナウイルス患者を含む

陰圧個室治療患者の状況 （単位：人）

（105.1%増）

Ｈ２９Ｈ２８
80
Ｒ２

患者数 39
Ｒ１

1513
Ｈ２７

13
Ｈ３０

7

抗生物質（カルバペネム）の使用状況 （単位：人）

（25.3%増）

Ｒ１
332265投与患者数 412

Ｈ２８
309 243

Ｈ２７ Ｈ３０Ｈ２９
269

Ｒ２
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・

・

・

・

　
 ②県立北病院  ②県立北病院

　

ア　精神科救急・急性期医療 ア　精神科救急・急性期医療 (8)精神科救急・急性期医療

・

　

・

・

 イ　児童思春期精神科医療 イ　児童思春期精神科医療 (9)児童思春期精神科医療

・

　GISAID（新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）ゲノムやインフルエンザウイルスの情報などに関する国際的データベース）
の日本全国の登録数５０，９７８件、県内登録数２９６件のうち、当院の登録数は２９５件であり、１件を除き全て当院からの
データであった。(R3.6.30時点）

　２４時間体制の発熱外来において、ＰＣＲ検査に加え、コロナ、インフルを含む２１種類のウイルス・細菌を５０分で検出で
きる機器「フィルムアレイ」を稼働させ、高感度で迅速な検査体制を構築した。

　新型コロナウイルス感染症患者から採取した検体の遺伝子配列を２９５例解析し、アルファ株１３７例、ガン
マ株１例、デルタ株１例を確認した。ガンマ株は検疫以外で国内初確認であった。（R3.6.30時点）

業務実績及び法人の自己評価

　平成２７年度から本格的に県の精神科救急医療体制の２４時間化に対応し、精神科救急受診相談センターの業務の一
部を担うとともに、センターで救急医療が必要と判断された患者を常時対応型病院として受け入れる体制を構築した。精神
科救急の受入患者数は前年度と比べて２２．２％減の５６人（入院３７人・外来１９人）となった。

　スーパー救急病棟２病棟への入院患者に対しては、集中した治療を実施した。延べ入院患者数は、前年度と比べて、６．
１％減の２２，０５１人であったが、平均在院日数は２日減と早期退院に努めた。

　精神科救急・急性期医療や通院医療などの充実
や、心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関等の役割を果たすとともに、依存症や認知症の
医療の提供について一層の高度化を図る。

　県内医療ネットワーク体制の中で唯一の児童思春期病棟を持つ病院として、看護師配置を１０：１と手厚くし、専従のコメ
ディカルを配置するなど、病院の機能強化を図った。また、増加傾向にある児童・思春期患者に対応するため、児童思春
期の初診時の診断及び治療を標準化し、児童思春期専門医による指導体制を確立することで、より高度で専門的な診療
を実施した。

S

 　令和２年度の新型コロナウイルス感染症の院内検査実績は、ＰＣＲ検査１７，５１１件、フィルムアレイ検査
３，５８７件、抗原検査８，３４８件、抗体検査１０，１０５件であった。

評　価
　山梨県における精神科救急医療体制の重要な役
割を担うとともに、集中的な治療を要する患者
に、急性期の特性に合わせて、手厚い治療と多職
種治療チームによる総合的で一貫した医療を提供
することで早期退院を図り、通院や退院後のリハ
ビリテーションに結びつける。

　山梨県における精神科救急医療体制の重要な役
割を担うとともに、集中的な治療を要する患者
に、急性期の特性に合わせて、手厚い治療と多職
種治療チームによる総合的で一貫した医療を提供
することで早期退院を図り、通院や退院後のリハ
ビリテーションに結びつける。

　思春期に特有な精神疾患の治療について、山梨
県内唯一の児童思春期病棟を有する病院として、
より高度で専門的な医療を関係機関と連携して提
供する。

　精神科救急・急性期医療や通院医療などの充実
や、心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関等の役割を果たすとともに、依存症や認知症の
医療の提供について一層の高度化を図る。

　思春期に特有な精神疾患の治療について、山梨
県内唯一の児童思春期病棟を有する病院として、
より高度で専門的な医療を関係機関と連携して提
供する。 

年　度　計　画

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている

中　期　計　画

評　価 Ｓ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている

　毎週、医師、看護師、ケースワーカー、デイケアに携わるコメディカルスタッフによるケース会議を開催し、患者の治療、
退院促進、退院後のリハビリテーション等について、総合的で一貫した医療を提供した。

令和２年度新型コロナウイルス感染症のPCR検査の状況
県内全体 衛環研 中病

検査数 61,784件 17,155件 17,511件

新型コロナウイルス感染症（変異株）の状況（R3.6.30時点） （単位：例）
アルファ株

411
137

ガンマ株

当　院
県　内

デルタ株 解析不能 合計
2 1 21 435
1 1 0 139

中病の割合 33.3% 50.0% 100.0% ― 32.0%
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・
　

・

・

・

 ウ　心神喪失者等医療観察法に基づく医療 ウ　心神喪失者等医療観察法に基づく医療 (10)心神喪失者等医療観察法に基づく医療

・

・

 エ　重度・慢性入院患者への医療 エ　重度・慢性入院患者への医療 (11)重度・慢性入院患者への医療

・

・

・

　児童思春期病棟の延べ入院患者数は、前年度と比べて１２．５％増の６，１２２人、外来患者数は２５．５％増の５，９５７
人となった。

　集中的な救急・急性期治療によっても早期の退
院が困難な重症患者や長期在院重症患者に、さら
に高度な薬物治療等や多職種治療チームによる治
療体制を強化し、退院と社会復帰を目指す。

　長期患者退院推進会議を毎月開催し、重症患者に対する退院と社会復帰を計画的に進めた。

　通院対象者に対しては、多職種治療チーム（ＭＤＴ）による治療体制を継続する中で、デイケアや訪問看護も実施し、多く
の通院患者を支える体制を継続している。
(令和２年度末日現在：指定入院　５人、指定通院　５人）

　１年以上入院を継続し、精神症状が重く、自傷他害のリスク、社会適応能力の重大な問題等のため退院が困難な重度・
慢性入院患者１８人に対し、症例に応じてクロザピンやｍ－ＥＣＴなどを行うとともに、院内多職種（必要時、地域関係者を
含む）による治療体制を構築して治療に当たり、５人を退院させることができた。なお、北病院におけるクロザピンの治療は
人口１０万人あたり全国上位の登録患者数があるとともに、副作用モニタリングシステムを全国へ提案するなど、先進的な
取り組みを実施している。

　重度・慢性入院患者の新たな発生を減少させるため、積極的にクロザピンやｍ－ECT治療を実施した。

Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　入院を要する児童思春期症例の患者の家族を対象に、家族支援プログラムを導入することにより、患者と家族をサポー
トしている。平成２９年度からは、通院患者家族に対しても家族支援プログラムの導入を開始した。前年度と比べて、入院
患者家族が１３．０％増の１３９名、通院患者家族が９８．６％増の１４３名で、計２８２名が受講した。

　こころの発達総合支援センターと連携を図り、児童思春期症例の患者を専門に診療するとともに、思春期精神
科ショートケアを週３回実施し、前年度と比べて４７．８％増の５０７人の参加者があった。

年　度　計　画

 県内唯一の指定入院医療機関として多職種治療チームによる手厚い医療を提供し、退院と社会復帰を進めている。令和
２年度における５床の指定入院病床の稼働率は１００％であった。

評　価

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている
　集中的な救急・急性期治療によっても早期の退
院が困難な重症患者や長期在院重症患者に、さら
に高度な薬物治療等や多職種治療チームによる治
療体制を強化し、退院と社会復帰を目指す。

　心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関として最適な医療を提供し、対象者に対し
て、指定入院から指定通院に向かう一貫した治療
体系の中で適切な治療を提供し、社会復帰の促進
を図る。

中　期　計　画

　児童思春期症例の患者に対する通院治療の充実を図るため、児童思春期精神科専門管理加算の届出を行い、平成２８
年７月から算定を開始した。前年度と比べて、１７．７％増の延べ１，７５６人の患者が加算の対象となった。

　心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関として最適な医療を提供し、対象者に対し
て、指定入院から指定通院に向かう一貫した治療
体系の中で適切な治療を提供し、社会復帰の促進
を図る。 

業務実績及び法人の自己評価

A評　価

―　16　―



 オ　重症通院患者への医療 オ　重症通院患者への医療 (12)重症通院患者への医療

・

・

・

・

・

・

 カ　依存症患者への医療 カ　依存症患者への医療 (13)依存症患者への医療

・

・

中　期　計　画

評　価

　平成３１年４月に、退院後、地域で生活する重症通院患者の多様かつ増大する医療ニーズに対して継続的に支援を行う
ため、訪問看護ステーションを開設した。令和２年度は前年度と比べて９．９％減の延べ２，７２４人への訪問を実施した。

A 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている
　専門的な治療を行うとともに関係機関との連携
を強化しながら、依存対象に応じた医療を提供す
る体制を強化し、社会復帰の促進を図る。

業務実績及び法人の自己評価

　平成２８年７月に発生した津久井やまゆり園での殺傷事件を受け、措置入院患者の措置解除の決定等を行う場合には、
当該推進会議において協議を行うこととした。また、平成３０年４月の診療報酬改定で、措置入院者への入院中及び退院
後６ヶ月間の通院時への対応（措置入院者退院後支援事業）について加算が算定できるようになり、患者の治療、援助全
体を統括していく場として当該推進会議の重要性がより増加した。

　令和２年度は、重症通院患者１８人に対し、訪問（６人）１０９回、デイケア（３人）１３１回を実施するとともに、２人には多
職種治療チーム（ＭＤＴ）を編成し、また１０人には地域関係者を含むカンファレンスを行い、治療に当たった。

A
　措置入院や指定入院などから退院し、地域で生
活する重症患者に対して、関係機関と連携し、多
職種治療チームによるデイケアなどの通院治療や
訪問看護ステーションなどによる包括的な医療を
提供し、地域社会への適応を促進する。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　令和元年５月、ゲーム依存症が世界保健機関(WHO)国際疾病分類に「ゲーム障害」として認定されたことを受けて、令和
２年度から、ゲーム依存症患者専用のプログラムを開始した。また入院を必要としない患者に対しては、デイケアにおいて
「ゲーム依存プログラム」を提供している。

　アルコール依存症への治療プログラムを継続す
るとともに、ゲーム依存症について専門的な治療
体制の構築を行う。また、関係機関との連携を強
化しながら、依存対象に応じた医療を提供する体
制を強化し、社会復帰の促進を図る。 　平成３１年３月２２日付で、山梨県から「アルコール健康障害に係る専門医療機関」に選定されるとともに、令和２年３月２

５日付で、山梨県から「依存症治療拠点機関（アルコール健康障害）」として、選定された。アルコール依存症患者数は、前
年度と同じ１７６人であった。

令和２年１月より「成人発達障害疾患別専門プログラム」を導入し、令和２年度は３クール実施し、１１名が参加した。

　デイケアにおいては、患者の特性に合わせ、多様化・高度化した新たな治療プログラムによるサービスを開始した。前年
度と比べて、デイケア利用修了者は１６．５％増の１１３人であり、うち就労、就学者が７．１Ｐ減の３７．２％であった。

年　度　計　画

　措置入院や指定入院などから退院し、地域で生
活する重症患者に対して、関係機関と連携し、多
職種治療チームによるデイケアなどの通院治療や
訪問看護ステーションなどによる包括的な医療を
提供し、地域社会への適応を促進する。

評　価

　医療の中断、自傷・他害行為等のリスクが高く、入退院を繰り返してきた重症通院患者に対し、多職種治療チーム（ＭＤ
Ｔ）による適切な医療の提供や地域での生活を支援するため、平成２８年４月に重症通院患者支援推進会議を設置し、病
状の経過観察、治療方針検討のサポート等を行っている。

重症通院患者への医療（実績）

25人/16回

7
6人/36回

26 18

Ｒ１ Ｒ２

2

158

25 31

訪問回数（回） 427

36

390

10

25人/16回

カンファレンス対象者数（人） 14

デイケア延数（回）
25人/17回

うちデイケア対象者数/１人あたり実施回数

うち訪問対象者数/1人あたり実施回数

ＭＤＴチーム数 14
6人/67回

18人/11回

24

9人/69回

204

7

402

重症通院患者数（人）
（登録患者数）

10人/44回

10

131
3人/44回

14人/11回 6人/18回
217

Ｈ２９ Ｈ３０Ｈ２８

14

109

11 9
8

Ｈ２７

499
9人/55回

395

13

622 444

訪問看護実績件数 （単位：件）

（9.9%減）訪問看護件数 3,024
Ｈ３０ Ｒ２

3,122 2,810 2,724
Ｒ１Ｈ２９
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 キ　認知症患者への医療  キ　認知症患者への医療 (14)認知症患者への医療

・

・

・ 　令和２年度は、研修会、連携協議会を各１回開催した。

　認知症疾患に係る臨床心理士、精神保健福祉士、看護師による専門医療相談窓口を設け、患者本人、その家族、保健
所、福祉関係者等からの電話または面談相談を行った。

評　価 A

業務実績及び法人の自己評価

　認知症疾患医療センターとして、病態に応じた
治療、相談への対応及び地域の医療機関への紹介
等を行うとともに、山梨県及び関係機関と連携す
ることにより患者が地域において継続して生活で
きるための支援を行う。

中　期　計　画 年　度　計　画

　認知症疾患医療センターとして、病態に応じた
治療、相談への対応及び地域の医療機関への紹介
等を行うとともに、山梨県及び関係機関と連携す
ることにより患者が地域において継続して生活で
きるための支援を行う。 　平成２１年度より認知症疾患医療センターとして、認知症疾患に関する診断と処遇についての相談を行っており、受入患

者数は前年度と比べて１５．８％増の１，００２人であった。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

認知症患者数 （単位：人・件）

（15.8%増）
（7.4%減）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
認知症患者数 592 865 1,002

162　関係機関からの紹介数 160 175
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供

１　医療の提供
(3)県民に信頼される医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供 (3)県民に信頼される医療の提供

 ①医療安全・感染症対策の推進  ①医療安全対策の推進 (18)医療安全・感染症対策の推進
 ア　リスクマネージャーの活用 ア　リスクマネージャーの活用

・

・

・

・

・

・

・

　職員に対する医療安全教育の一層の向上を図る
ため、チームワーク向上を目的とした研修会の開
催など、新たな研修を実施する。

  専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。

S 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている　専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。 　医療安全管理室において、週１回の医療安全管理対策委員会の開催、月１回の医療安全委員会等の開催、週１回程度

の医療安全現場指導を実施した。また、平成３１年度から、医療安全管理室に専従の看護師を２名増員し、医療安全の更
なる強化を図っている。

　医療安全管理対策委員会などで、インシデントレベルの高いレポート、レベルが高くなる可能性のあるレポート、連続して
起きているインシデント等を検討・分析し、対応している。
【主な実施内容】
（中央病院)・患者誤認防止のための入院時ネームバンド装着
　　　　 　 ・医療事故該当性チェックシート再周知・提出状況確認・集計開始
（北病院）・自殺予防のため、全入院患者への自殺リスクアセスメントを実施し、リスクが高い患者には、
　　　　　　 医師、看護師、精神保健福祉士等の多職種による支援を行った。
　　　　 　 ・院内暴力防止のため、病院組織として、暴力を許さない姿勢をHPや院内掲示等で示した。
　　　　  　・誤投薬防止のため､新規採用薬の説明会や医師、看護師、精神保健福祉士での処方に関する検討を行った。

年　度　計　画

評　価

中
期
目
標

  県民及び患者の視点に立ち、県民の健康と生命を守る本県の基幹病院として、信頼される医療を提供する
こと。
　特に、患者の権利に最大限配慮し、患者サービスの向上に努めるとともに、医療安全・院内感染対策、医
療倫理の確立及び医薬品の適正管理に努めること。

　医療の専門化・高度化が進む中で、医療安全・感
染症対策を徹底するとともに、患者・家族の理解を
得るために、疾病や診療に関する十分な説明を行う
など、県民に信頼される医療の提供に努める。

中　期　計　画

　中央病院では、全部署のラウンドに加え、平成２９年度に発生した異型輸血医療事故及び薬剤紛失事案を受け、関係す
るマニュアルの見直しを行うとともに、事故発生後関連部署へのラウンド回数を増やし再発防止対策の実践状況確認・評
価を適宜行った。また、関連部署については、２箇月に一度、異型輸血医療事故防止のためのシミュレーションを医師、看
護師で行った。

業務実績及び法人の自己評価

　新型コロナウイルスの影響下においても、全職員が必ず年に２回医療安全研修会へ参加できるよう、いつでも参加でき
るe-learningによる研修とした結果、中央病院の参加率は大幅に増加した。

　中央病院では、平成２８年度から、院内救急対応として、救急科と認定看護師、医師が共同し、心肺蘇生法（ＢＬＳ）教育
を実施している。また、平成３０年度からは、すべてのコメディカルや事務職員に対してもＢＬＳ研修を実施している。
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・

 イ　院内感染への対策 イ　院内感染への対策 ・
・

・ ・

・

・

・

　中央病院では、インフルエンザが院内に勤務する職員に蔓延した際、病院運営に影響が生じることから、委託事務員を
含む院内の全職員を対象とした予防接種を実施している。なお、費用については、職員が自ら院内感染源となることを防ぐ
観点などから、病院職員については、全額を病院負担、委託業者の職員については、一般の半額程度で実施した。

　中央病院では、１０月１５日をはさむ１週間を病院の医療安全週間と定め、過去の医療事故を風化させないための取り組
みを行っている。令和２年度は、期間中に３回の研修会を実施した。

　入院患者の感染症罹患状況・接触歴等の確認、針刺し等事故に対する職員の感染管理を目的とした感染管理システム
について、電子カルテ更新後の令和３年５月の導入に向けて、導入委託契約を締結した。

　新型コロナウイルスの影響下においても、全職員が必ず年に２回医療安全研修へ参加できるよう、いつでも参加できる
e-learningによる研修とした結果、参加率は大幅に増加した。（前述Ｐ２５）また、医療安全研修及び感染管理研修について
は、講義を聴講し、テストに合格することによって、研修１回参加とした。

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
職員の感染防止対策のため、ワクチンの接種等を
行う。

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
職員の感染防止対策のため、ワクチンの接種等を
行う。
　感染対策に関する職員の意識の醸成を図るた
め、体験型の研修会や全職員に対する「感染対策
チェックテスト」等を実施する。

　令和２年度は、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落ゼロ”、に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２
以上の誤投薬及びインシデントレベル１以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じ
て共有した。この結果、誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）と大きく改
善した。

中　期　計　画 年　度　計　画 業務実績及び法人の自己評価

　中央病院では、職員の感染防止対策として、新規採用者に対してＢ型肝炎とウイルス４抗体の抗体検査を行い、令和２
年度は、新規採用者１２０人に対して実施した。また、必要に応じてワクチンの接種を推奨し、延べ３３８人に対して接種を
行った。北病院では、全職員を対象に、Ｂ型肝炎とウイルス４抗体の抗体検査及び結核感染診断のためのT-SPOT検査を
実施し、データベース化した。

インフルエンザ予防接種の状況 （単位：人）

（8.0%増）
（51.1%増）

Ｈ３０

139
※H29年度は、インフルエンザワクチン不足のため、委託業者については他病院での接種を要請した。

-134
1,056

111
1,205
139 210

1,301
Ｒ２Ｈ２９

1,042
Ｈ２７

委託業者職員
病院職員 1,1421,050

Ｒ１Ｈ２８

レベル３以上のインシデント・アクシデント件数 （単位：件）

（38.5%減）
（17.9%減）
（0.5%減）
（25.0%減）
（15.9%減）

その他 69 44 33
92 66 63

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
32 13 8誤投薬

合計

転倒・転落 25 28 23
ドレーン・チューブ

151 127218
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【新型コロナウイルス感染症対策】

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・ 　令和２年４月から職員全員が毎日体温測定を行い、発熱状況を見える化した体温モニタリングを実施した。

・

・

・

・

・

・

・ 　新型コロナウイルス対策のため、Ｗｅｂ会議システム利用要綱を作成し、ＺｏｏｍによるＷｅｂ会議の環境を整備した。

 ウ　情報の共有化 ウ　情報の共有化 ・
・

・

　ジェネラルセーフティーマネージャーが、インシデントレポートを集計・分析し、医療安全委員会、病院会議、院内連絡会
議等へ報告し、必要に応じ院内インフォメーションで周知した。　チーム医療を推進する中で、より確かな医療安

全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

  チーム医療を推進する中で、より確かな医療安
全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

業務実績及び法人の自己評価

　令和２年５月から来院者すべての正面玄関入口における体温測定を徹底し、発熱者はコロナストップ・発熱外来にてコロ
ナ感染症の有無をチェックする体制を構築した。

　令和２年５月から面会基準を見直し、主治医の許可があり体調に問題がない人に制限した。また、１１月からは面会は原
則禁止とし、主治医の許可があり体調に問題がない人であっても１日１人１０分以内とした。

　院内感染防止及び福利厚生の一環として、令和２年８月から１１月の間、希望する職員１６２人に対して、休暇前後の新
型コロナウイルスのＰＣＲ検査、抗体検査を実施した。

　令和２年８月から付き添い家族へのＰＣＲ検査を開始した。令和２年度の検査数は、１５５件であった。

　令和２年５月から入院患者全員のマスク着用を推進した結果、新生児・乳幼児を除く入院患者のマスク着用率は、ほぼ１
００％となった。

　令和２年４月から３密巡視を開始し、３密を避けるため、患者待合席及び病棟デイルームの椅子を整理した。

　令和２年５月に飛沫感染防止のため事務室や会計窓口等にアクリル板を設置した。

　令和２年３月から全部署の換気確認を開始した。また１１月より、二酸化炭素の計測器による換気の見える化に着手し
た。

中　期　計　画

　令和２年４月から外来手術処置患者の手術前PＣＲ検査を実施した。令和２年度の検査数は、１，６１５件であった。

　令和２年５月から７月の間、職員の３密を避けるため、ローテーション勤務を実施した。

　令和２年４月から入院予定患者の入院前ＰＣＲ検査を実施し、緊急入院の患者については、ＰＣＲ検査の結果が判明する
までは必ず個室に入院させることとした。令和２年度の検査数は、６，３３９件であった。

年　度　計　画

　新型コロナウイルスに係る院内感染防止のため、令和２年４月に新規採用職員１３０名及び異動職員に対し、ＰＣＲ検査
を実施し全員の陰性を確認するとともに、５月に職員の抗体検査を１，３０７件実施し、１２月にも職員の抗体検査を１，２３
４件実施し、いずれも院内感染がないことを確認した。

　令和２年７月に委託業者９社２６９人に対して、抗体検査を実施し、その後も業者来院の際にＰＣＲ検査等を実施した。

　令和２年度から、医師、看護師、コメディカルを対象としたセーフティーマネージャー会議を毎月１回（奇数月：医師、偶数
月：看護師・コメディカル）開催している。

　令和２年７月に、新型コロナウイルスの院内感染を想定した対応訓練を実施し、５９名（院内５６名、保健所等３名）が参加
した。また、対応訓練で確認された課題に対する訓練を令和２年９月に実施し、５３名が参加した。更に、１１月に新型コロ
ナウイルスに係る職員陽性者発生時の振り返りを実施し、６１名が参加した。（前述Ｐ１４）

　令和２年１１月に当院職員５名の感染が確認された際に、職員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ検査６０５件、
抗原定量２４８件、フィルムアレイ３５件を実施し、全員の陰性を確認した。

インシデントレポートの状況

（3.5%減）
皆減

　　北病院
（1.7%増）
（40.0%増）

＊H29年度より生命危険に係るインシデントの対象者が外来歴、入院歴のある者が死亡した場合、カウントするとされたことにより、大幅に増加した。

(うち生命危険に関わるもの)

（0件）
3,093件

Ｒ２Ｈ２７ Ｈ２９

（21件）
1,110

Ｒ２

（3件） （0件） （2件）
3,205件

（1件）
3,101件 3,230件

Ｈ３０Ｈ２８

（27件）

Ｈ２７ Ｈ３０

（0件）

Ｈ２８

1,491件
（1件）

2,994件

1,356件 1,337件

Ｈ２９

1,581件
（35件）

(うち生命危険に関わるもの)

中央病院 Ｒ１

2,769件ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄﾚﾎﾟｰﾄ数

（2件）

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄﾚﾎﾟｰﾄ数 1,091件
（15件）

Ｒ１
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 エ　医療事故発生時の対応  エ　医療事故発生時の対応 ・
・

・

・

・

・

 ②　医療倫理の確立  ②医療倫理の確立 (19)医療倫理の確立

・

・

・

 ③患者・家族との信頼・協力関係の構築  ③患者・家族との信頼・協力関係の構築 (20)患者・家族との信頼・協力関係の構築

・

・

・

・

・

・

　令和２年度は、職員を対象とした倫理研修会は実施しなかった。

　倫理委員会で、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理的、社会的観点から審査を行った。

評　価

　ヒトを対象とする医学系研究及びヒトゲノム・遺伝子解析研究を審査するため、「臨床研究・ゲノム研究倫理審査委員会」
を開催した。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの説明をワンストップで行っている。

　令和２年度は、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落ゼロ”、に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２
以上の誤投薬及びインシデントレベル１以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じ
て共有した。この結果、誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）と大きく改
善した。（前述Ｐ２６）

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。

　中央病院の患者支援センターにおいて、患者相談の受け付けや、退院調整のための巡回相談を担当看護師と連携して
行うなど、患者や家族に対して安心できるサポートを行っている。退院支援件数は、前年度と比べて３．１％増の４，３５４人
となった。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、倫理委員会で
審査を行う。
　また、倫理的な課題を共有し、医療倫理に対する
意識を向上するため、職員を対象とした倫理研修会
を実施する。

中　期　計　画 年　度　計　画

　中央病院では、最適な医療を提供するため、インフォームド・コンセントに関する基準、ガイドラインを策定した。また、倫
理委員会の傘下に「インフォームド・コンセント部会」を設置し、インフォームド・コンセントを適切に実施するための様々な取
り組みについて議論した。

　医師と患者との間に見解の相違などが生じた場合には、医療相談や接遇の研修を受講した職員が、病院側と患者側の
間に立ち、円満な解決に向かうよう対応している。

　平成２９年６月２９日に発生した輸血医療事故について、県立中央病院輸血医療事故調査委員会からの提言を受け、再
発防止策をとりまとめホームページで公表している。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が順調であるB評　価

　令和２年度に医療安全対策医療スタッフマニュアル（携帯版）を改定し、新たに摂食嚥下や与薬原則、麻薬の取扱いフ
ロー等を掲載した。

業務実績及び法人の自己評価

　医療過誤に伴う診療費免除を検討すべき事象（コストフリー）の取扱いを整理し、関係機関の連携を強化した。

Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。 　異型輸血医療事故の再発防止策として、全職員への周知のために５月、９月に研修会を開催し、輸血に関する知識、管

理方法の周知を図った。

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談を安心して行うことができ、その相談に対する適
切なサポートを行うため、患者相談窓口を１階ロビーに開設している。

　新型コロナウイルスの影響のため原則面会禁止としたが、患者・家族の不安軽減のためオンライン面会を導入したとこ
ろ、令和２年度は３５回（７１名）の利用があった。

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、倫理委員会で
審査を行う。
　また、倫理的な課題を共有し、医療倫理に対する
意識を向上するため、職員を対象とした倫理研修会
を実施する。 倫理委員会の審査状況 （単位：件）

（69.2%減）
（16.7%増）

Ｈ２９Ｈ２８Ｈ２７
24

16 29 23 31 7
21

Ｒ１ Ｒ２
中央病院 13 4
北病院 6

Ｈ３０
2025
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 ④　医薬品の安心、安全な提供  ④医薬品の安心、安全な提供 (21)医薬品の安心、安全な提供

【実績（定量的な業績指標）】
・

・

・

・

・

【実績（その他の取組状況）】

・

・

・

・

・

・

　持参薬管理の患者数は、前年度と比べて７．１％減の１１，０５１人、鑑別件数は２．６％減の６０，２７８件となった。

　薬剤業務の充実を図るため、病棟薬剤師を増員しており、薬剤師の数はＨ２２と比較して２．８倍の４５人となった。

　通院加療がんセンターで治療を行う患者に、治療薬の内容や副作用などの説明を実施した。説明者数は、前年度と比べ
て１０．４％増の１，０６６人、説明回数は１０．７％増の１，２１６件となった。

　誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）であり、大きく改善した。（前述Ｐ
２６）

　平成２９年７月に中央病院で発生した薬剤紛失事案について、県に提出した改善計画を継続して実行することにより、薬
剤管理の一層の強化と再発防止に取り組んでいる。また、令和２年度から、薬剤部の出入口は原則常時施錠とし、開錠は
インターホンにて、薬剤師が行うこととした。
（主な改善策）
　第３種向精神薬の管理方法の強化（施錠管理）、すべての向精神薬について購入量・処方数量・在庫数量を月毎に照
合、監視カメラ設置、インターホン増設、ドアアラーム装置設置、各種マニュアルの改訂、職員に対する研修会の実施（棚
卸、防犯対策）、パスボックスの設置

　中央病院では持参薬の確認や投薬・注射状況を把握し、適正使用を推進するため、病棟薬剤業務の充実を図り、令和
元年度から、精神身体合併症病棟を含む全１７病棟に専任薬剤師を配置している。病棟薬剤師は、病棟薬剤業務以外に
も入院服薬指導や退院時に入院中に使用した薬とその薬に係る副作用発現状況などをお薬手帳に記載し、退院後も安全
に薬物療法ができるように指導を行った。

中　期　計　画

　医薬品の処方、投薬の安全性等の確保や適正管理
に努めるとともに、患者の持参薬管理、服薬指導を
更に推進し、薬剤管理指導回数の増加に努める。
　県立中央病院においては、薬剤師を含めた専門性
を活かしたチーム医療の推進に努める。また、退院
後も適切な薬物療法が継続できるよう、患者への説
明・指導に努める。

　また、退院後も安心して薬剤が服用できるよう、退院に際して患者又はその家族に必要な指導を行っている。

　患者とのコミュニケーションを図りながら、処方薬の薬効や服薬方法等についてわかりやすく説明し、患者が納得して服
薬できるように服薬指導を実施している。服薬指導回数は、前年度と比べて６．８％減の９，４４７件となった。

評　価 Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　令和３年２月から、県からの依頼により、基本型接種施設として医療従事者等向け新型コロナウイルスワクチンの管理・
分配を行った。

　中央病院の病棟への薬剤師の配置を推進し、病棟
薬剤業務の拡充を図るとともに、医薬品の処方、投
薬の安全性等の確保に努め、患者への服薬指導をさ
らに推進する。また、薬剤管理のより一層の強化を
図る。

年　度　計　画 業務実績及び法人の自己評価

　チーム医療を推進するため、病棟看護師を対象とした薬剤師主体のミニ勉強会を２３回開催した。

　北病院においては、全ての向精神薬を鍵の掛かる引き出しやシャッター式の薬品棚への保管（施錠管理）、監視カメラの
設置により薬剤管理の強化を継続して行っている。
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(22)患者サービスの向上
 ⑤患者サービスの向上  ⑤患者サービスの向上

　 ・

【中央病院】
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・

・ 　令和３年３月に、１階外来トイレの改修工事を行い、各和式便器を洋式便器へ交換した。また、２階女子トイレにオムツ替
えシートを設置した。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの説明をワンストップで行っている。（前述Ｐ２８）

中　期　計　画

　外来患者の待ち時間や患者の満足度の調査を毎年
定期的に実施し、実態の把握に努めるとともに、診
療の予約や受付から精算までを円滑に行う体制の整
備、職員への接遇研修などにより、患者サービスの
向上に努める。
　また常設している意見箱に寄せられる患者からの
意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組む。

　令和２年９月～１０月に、外来患者、入院患者を対象とした患者満足度調査を実施した。また、令和元年度患者満足度調
査で評価の低かった給食については、委託事業者と協議し材料費のアップを図って、改善に努めた。

　電話予約センターへの繋がり難さを解消するため、令和３年５月から窓口を１名増員し、７名体制とした。

　来院者がスムーズに駐車できるよう駐車場を２か所（６８台分）増設し、令和２年４月から供用開始した。

　来院時の患者サービスの向上を目的として、看護師、事務職員が総合案内に立ち、医療相談や患者への診察案内を
行っている。また、平成３１年４月からは看護師長経験者３名を「医療コンシェルジュ」に任命し、これまで以上にきめ細やか
な医療相談や患者への診察案内を行う体制を整備している。

評　価 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れているＡ　診療の予約、受付から精算までを円滑に行うた
め、電話予約、駐車場管理、受付業務、会計・精
算事務の見直しを適宜行うなど、スムーズな受診
体制を整備するとともに、職員への接遇研修など
により、患者サービスの向上に努める。
　患者満足度調査を実施し、県立病院機構に対す
る患者の評価の把握に努めるとともに、満足度の
低い項目については改善策を講じていく。
　全診療科に拡大した入退院センターのワンス
トップサービスの一層の充実を図る。
　病院利用者に快適な環境を提供するため、院内
環境の整備に努める。
　院内に常設している意見箱に寄せられる患者か
らの意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組
む。

年　度　計　画

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談を安心して行うことができ、その相談に対する適
切なサポートを行うため、患者相談窓口を１階ロビーに開設している。（前述Ｐ２８）

業務実績及び法人の自己評価
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・

・

・

・

・

【北病院】
・

 ⑥診療情報の適切な管理  ⑥診療情報の適切な管理 (23)診療情報の適切な管理
・

・

・

・

・

・

・

・

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診
療情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指
針に基づき、患者・家族に対する診療情報の開示
を速やかに実施する。また、文書管理システムを
活用し、診療に関する資料の効率的な管理を行
う。
　医師、看護師、薬剤師など職員誰もが、より簡
易で安定的に診療情報を記録、管理できる環境を
整備するため、中央病院では医療情報システム
（電子カルテシステム等）の更新を確実に実施す
る。

年　度　計　画

　外国人患者に対して、宗教上の食事制限があったことから、できる限りの配慮を行った。

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診療
情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指針に
基づき、患者・家族に対する診療情報の開示を速や
かに実施する。

中　期　計　画

　カルテの記載方法について、中央病院では診療記録委員会、北病院では医療情報システム管理委員会が中心となって
適切な記載方法を院内に周知した。また、カルテ開示については、運用規程等に基づき、適切に実施した。

　令和元年７月に、診療記録の整備を促進し医療の質向上を図るため、診療記録委員会の中に診療記録監査部会を設置
した。令和２年度は、無作為に抽出した３６例について、カルテの記載内容について監査を実施した。

　中央病院の医療情報システム（電子カルテシステム）については、令和２年１２月の更新を予定していたが、新型コロナウ
イルスの影響により、令和３年５月に更新を完了した。

業務実績及び法人の自己評価

　紙カルテは、電気錠により入室が制限されているカルテ庫において適切に保管した。紙カルテのうち入院カルテについて
は、カルテ庫内の施錠できる部屋に保管しているが、外来カルテについても、施錠できるパーテーションを設置し、より厳重
に管理した。また、紙カルテ貸し出しの際は、診療情報管理担当が所在管理を行うとともに、電子カルテについては、診療
記録管理要綱に基づき適切に運用した。

　令和２年度の「患者さんの声」は１９４件で、うち感謝が３３件、改善・要望が７９件、苦情が８２件であり、特に新型コロナ
ウイルスに係る声が多かった。寄せられた意見のうち、体温測定については、病院出入口を制限し、全ての来院者の体温
を確認する体制を整備した。また、院内における携帯電話の通信障害については、アンテナの増強工事を実施し、解消に
努めた。

　北病院では、新型コロナウイルス対策として病院出入口の一カ所への制限と、全ての来院者の体温確認の徹底、及び患
者さんからの要望によるロビーや待合スペースでの密接状態を避けられる工夫などにより、来院者の感染予防と感染への
不安軽減に努めた。

　外国人患者に対する医療通訳について、山梨県立大学を中心とした、やまなし医療通訳研究会に社会福祉士が参加す
るとともに、令和２年度は３人の患者に対して７回の医療通訳を行った。

　退院サマリーの作成状況は、前年度から０．５P増の９８．６％であった。

　外国人患者に対して、多言語で新型コロナウイルスの感染防止上必要な情報を提供するため、デジタルサイネージ(電
子看板）を設置した。（前述Ｐ１４）

　通院加療がんセンターの待ち時間短縮のため、ベッド数を６床増床し３８床にするとともに、患者サービス向上のためリク
ライニングチェアを１１脚購入した。（前述Ｐ１０）

　文書管理システムを平成２８年６月に導入し、紹介状等の紙文書を電子化することにより、電子カルテで文書の確認がで
きるようになるなど、医療情報の効率的な管理、利用が可能となるとともに、大部分の紙文書をペーパーレス化したため、
紙文書の運搬、保管等の業務の大幅な効率化を図ることができた。

Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている評　価
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供

１　医療の提供
(3)県民に信頼される医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供 (3)県民に信頼される医療の提供

 ①医療安全・感染症対策の推進  ①医療安全対策の推進 (18)医療安全・感染症対策の推進
 ア　リスクマネージャーの活用 ア　リスクマネージャーの活用

・

・

・

・

・

・

・

　職員に対する医療安全教育の一層の向上を図る
ため、チームワーク向上を目的とした研修会の開
催など、新たな研修を実施する。

  専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。

S 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている　専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。 　医療安全管理室において、週１回の医療安全管理対策委員会の開催、月１回の医療安全委員会等の開催、週１回程度

の医療安全現場指導を実施した。また、平成３１年度から、医療安全管理室に専従の看護師を２名増員し、医療安全の更
なる強化を図っている。

　医療安全管理対策委員会などで、インシデントレベルの高いレポート、レベルが高くなる可能性のあるレポート、連続して
起きているインシデント等を検討・分析し、対応している。
【主な実施内容】
（中央病院)・患者誤認防止のための入院時ネームバンド装着
　　　　 　 ・医療事故該当性チェックシート再周知・提出状況確認・集計開始
（北病院）・自殺予防のため、全入院患者への自殺リスクアセスメントを実施し、リスクが高い患者には、
　　　　　　 医師、看護師、精神保健福祉士等の多職種による支援を行った。
　　　　 　 ・院内暴力防止のため、病院組織として、暴力を許さない姿勢をHPや院内掲示等で示した。
　　　　  　・誤投薬防止のため､新規採用薬の説明会や医師、看護師、精神保健福祉士での処方に関する検討を行った。

年　度　計　画

評　価

中
期
目
標

  県民及び患者の視点に立ち、県民の健康と生命を守る本県の基幹病院として、信頼される医療を提供する
こと。
　特に、患者の権利に最大限配慮し、患者サービスの向上に努めるとともに、医療安全・院内感染対策、医
療倫理の確立及び医薬品の適正管理に努めること。

　医療の専門化・高度化が進む中で、医療安全・感
染症対策を徹底するとともに、患者・家族の理解を
得るために、疾病や診療に関する十分な説明を行う
など、県民に信頼される医療の提供に努める。

中　期　計　画

　中央病院では、全部署のラウンドに加え、平成２９年度に発生した異型輸血医療事故及び薬剤紛失事案を受け、関係す
るマニュアルの見直しを行うとともに、事故発生後関連部署へのラウンド回数を増やし再発防止対策の実践状況確認・評
価を適宜行った。また、関連部署については、２箇月に一度、異型輸血医療事故防止のためのシミュレーションを医師、看
護師で行った。

業務実績及び法人の自己評価

　新型コロナウイルスの影響下においても、全職員が必ず年に２回医療安全研修会へ参加できるよう、いつでも参加でき
るe-learningによる研修とした結果、中央病院の参加率は大幅に増加した。

　中央病院では、平成２８年度から、院内救急対応として、救急科と認定看護師、医師が共同し、心肺蘇生法（ＢＬＳ）教育
を実施している。また、平成３０年度からは、すべてのコメディカルや事務職員に対してもＢＬＳ研修を実施している。
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・

 イ　院内感染への対策 イ　院内感染への対策 ・
・

・ ・

・

・

・

　中央病院では、インフルエンザが院内に勤務する職員に蔓延した際、病院運営に影響が生じることから、委託事務員を
含む院内の全職員を対象とした予防接種を実施している。なお、費用については、職員が自ら院内感染源となることを防ぐ
観点などから、病院職員については、全額を病院負担、委託業者の職員については、一般の半額程度で実施した。

　中央病院では、１０月１５日をはさむ１週間を病院の医療安全週間と定め、過去の医療事故を風化させないための取り組
みを行っている。令和２年度は、期間中に３回の研修会を実施した。

　入院患者の感染症罹患状況・接触歴等の確認、針刺し等事故に対する職員の感染管理を目的とした感染管理システム
について、電子カルテ更新後の令和３年５月の導入に向けて、導入委託契約を締結した。

　新型コロナウイルスの影響下においても、全職員が必ず年に２回医療安全研修へ参加できるよう、いつでも参加できる
e-learningによる研修とした結果、参加率は大幅に増加した。（前述Ｐ２５）また、医療安全研修及び感染管理研修について
は、講義を聴講し、テストに合格することによって、研修１回参加とした。

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
職員の感染防止対策のため、ワクチンの接種等を
行う。

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
職員の感染防止対策のため、ワクチンの接種等を
行う。
　感染対策に関する職員の意識の醸成を図るた
め、体験型の研修会や全職員に対する「感染対策
チェックテスト」等を実施する。

　令和２年度は、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落ゼロ”、に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２
以上の誤投薬及びインシデントレベル１以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じ
て共有した。この結果、誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）と大きく改
善した。

中　期　計　画 年　度　計　画 業務実績及び法人の自己評価

　中央病院では、職員の感染防止対策として、新規採用者に対してＢ型肝炎とウイルス４抗体の抗体検査を行い、令和２
年度は、新規採用者１２０人に対して実施した。また、必要に応じてワクチンの接種を推奨し、延べ３３８人に対して接種を
行った。北病院では、全職員を対象に、Ｂ型肝炎とウイルス４抗体の抗体検査及び結核感染診断のためのT-SPOT検査を
実施し、データベース化した。

インフルエンザ予防接種の状況 （単位：人）

（8.0%増）
（51.1%増）

Ｈ３０

139
※H29年度は、インフルエンザワクチン不足のため、委託業者については他病院での接種を要請した。

-134
1,056

111
1,205
139 210

1,301
Ｒ２Ｈ２９

1,042
Ｈ２７

委託業者職員
病院職員 1,1421,050

Ｒ１Ｈ２８

レベル３以上のインシデント・アクシデント件数 （単位：件）

（38.5%減）
（17.9%減）
（0.5%減）
（25.0%減）
（15.9%減）

その他 69 44 33
92 66 63

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
32 13 8誤投薬

合計

転倒・転落 25 28 23
ドレーン・チューブ

151 127218
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【新型コロナウイルス感染症対策】

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・ 　令和２年４月から職員全員が毎日体温測定を行い、発熱状況を見える化した体温モニタリングを実施した。

・

・

・

・

・

・

・ 　新型コロナウイルス対策のため、Ｗｅｂ会議システム利用要綱を作成し、ＺｏｏｍによるＷｅｂ会議の環境を整備した。

 ウ　情報の共有化 ウ　情報の共有化 ・
・

・

　ジェネラルセーフティーマネージャーが、インシデントレポートを集計・分析し、医療安全委員会、病院会議、院内連絡会
議等へ報告し、必要に応じ院内インフォメーションで周知した。　チーム医療を推進する中で、より確かな医療安

全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

  チーム医療を推進する中で、より確かな医療安
全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

業務実績及び法人の自己評価

　令和２年５月から来院者すべての正面玄関入口における体温測定を徹底し、発熱者はコロナストップ・発熱外来にてコロ
ナ感染症の有無をチェックする体制を構築した。

　令和２年５月から面会基準を見直し、主治医の許可があり体調に問題がない人に制限した。また、１１月からは面会は原
則禁止とし、主治医の許可があり体調に問題がない人であっても１日１人１０分以内とした。

　院内感染防止及び福利厚生の一環として、令和２年８月から１１月の間、希望する職員１６２人に対して、休暇前後の新
型コロナウイルスのＰＣＲ検査、抗体検査を実施した。

　令和２年８月から付き添い家族へのＰＣＲ検査を開始した。令和２年度の検査数は、１５５件であった。

　令和２年５月から入院患者全員のマスク着用を推進した結果、新生児・乳幼児を除く入院患者のマスク着用率は、ほぼ１
００％となった。

　令和２年４月から３密巡視を開始し、３密を避けるため、患者待合席及び病棟デイルームの椅子を整理した。

　令和２年５月に飛沫感染防止のため事務室や会計窓口等にアクリル板を設置した。

　令和２年３月から全部署の換気確認を開始した。また１１月より、二酸化炭素の計測器による換気の見える化に着手し
た。

中　期　計　画

　令和２年４月から外来手術処置患者の手術前PＣＲ検査を実施した。令和２年度の検査数は、１，６１５件であった。

　令和２年５月から７月の間、職員の３密を避けるため、ローテーション勤務を実施した。

　令和２年４月から入院予定患者の入院前ＰＣＲ検査を実施し、緊急入院の患者については、ＰＣＲ検査の結果が判明する
までは必ず個室に入院させることとした。令和２年度の検査数は、６，３３９件であった。

年　度　計　画

　新型コロナウイルスに係る院内感染防止のため、令和２年４月に新規採用職員１３０名及び異動職員に対し、ＰＣＲ検査
を実施し全員の陰性を確認するとともに、５月に職員の抗体検査を１，３０７件実施し、１２月にも職員の抗体検査を１，２３
４件実施し、いずれも院内感染がないことを確認した。

　令和２年７月に委託業者９社２６９人に対して、抗体検査を実施し、その後も業者来院の際にＰＣＲ検査等を実施した。

　令和２年度から、医師、看護師、コメディカルを対象としたセーフティーマネージャー会議を毎月１回（奇数月：医師、偶数
月：看護師・コメディカル）開催している。

　令和２年７月に、新型コロナウイルスの院内感染を想定した対応訓練を実施し、５９名（院内５６名、保健所等３名）が参加
した。また、対応訓練で確認された課題に対する訓練を令和２年９月に実施し、５３名が参加した。更に、１１月に新型コロ
ナウイルスに係る職員陽性者発生時の振り返りを実施し、６１名が参加した。（前述Ｐ１４）

　令和２年１１月に当院職員５名の感染が確認された際に、職員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ検査６０５件、
抗原定量２４８件、フィルムアレイ３５件を実施し、全員の陰性を確認した。

インシデントレポートの状況

（3.5%減）
皆減

　　北病院
（1.7%増）
（40.0%増）

＊H29年度より生命危険に係るインシデントの対象者が外来歴、入院歴のある者が死亡した場合、カウントするとされたことにより、大幅に増加した。

(うち生命危険に関わるもの)

（0件）
3,093件

Ｒ２Ｈ２７ Ｈ２９

（21件）
1,110

Ｒ２

（3件） （0件） （2件）
3,205件

（1件）
3,101件 3,230件

Ｈ３０Ｈ２８

（27件）

Ｈ２７ Ｈ３０

（0件）

Ｈ２８

1,491件
（1件）

2,994件

1,356件 1,337件

Ｈ２９

1,581件
（35件）

(うち生命危険に関わるもの)

中央病院 Ｒ１

2,769件ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄﾚﾎﾟｰﾄ数

（2件）

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄﾚﾎﾟｰﾄ数 1,091件
（15件）

Ｒ１
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 エ　医療事故発生時の対応  エ　医療事故発生時の対応 ・
・

・

・

・

・

 ②　医療倫理の確立  ②医療倫理の確立 (19)医療倫理の確立

・

・

・

 ③患者・家族との信頼・協力関係の構築  ③患者・家族との信頼・協力関係の構築 (20)患者・家族との信頼・協力関係の構築

・

・

・

・

・

・

　令和２年度は、職員を対象とした倫理研修会は実施しなかった。

　倫理委員会で、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理的、社会的観点から審査を行った。

評　価

　ヒトを対象とする医学系研究及びヒトゲノム・遺伝子解析研究を審査するため、「臨床研究・ゲノム研究倫理審査委員会」
を開催した。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの説明をワンストップで行っている。

　令和２年度は、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落ゼロ”、に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２
以上の誤投薬及びインシデントレベル１以上の転倒転落の推移を毎月グラフ化し、病院会議や看護実践委員会等を通じ
て共有した。この結果、誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）と大きく改
善した。（前述Ｐ２６）

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。

　中央病院の患者支援センターにおいて、患者相談の受け付けや、退院調整のための巡回相談を担当看護師と連携して
行うなど、患者や家族に対して安心できるサポートを行っている。退院支援件数は、前年度と比べて３．１％増の４，３５４人
となった。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、倫理委員会で
審査を行う。
　また、倫理的な課題を共有し、医療倫理に対する
意識を向上するため、職員を対象とした倫理研修会
を実施する。

中　期　計　画 年　度　計　画

　中央病院では、最適な医療を提供するため、インフォームド・コンセントに関する基準、ガイドラインを策定した。また、倫
理委員会の傘下に「インフォームド・コンセント部会」を設置し、インフォームド・コンセントを適切に実施するための様々な取
り組みについて議論した。

　医師と患者との間に見解の相違などが生じた場合には、医療相談や接遇の研修を受講した職員が、病院側と患者側の
間に立ち、円満な解決に向かうよう対応している。

　平成２９年６月２９日に発生した輸血医療事故について、県立中央病院輸血医療事故調査委員会からの提言を受け、再
発防止策をとりまとめホームページで公表している。

　　当該事業年度における中期計画の実施状況が順調であるB評　価

　令和２年度に医療安全対策医療スタッフマニュアル（携帯版）を改定し、新たに摂食嚥下や与薬原則、麻薬の取扱いフ
ロー等を掲載した。

業務実績及び法人の自己評価

　医療過誤に伴う診療費免除を検討すべき事象（コストフリー）の取扱いを整理し、関係機関の連携を強化した。

Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。 　異型輸血医療事故の再発防止策として、全職員への周知のために５月、９月に研修会を開催し、輸血に関する知識、管

理方法の周知を図った。

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談を安心して行うことができ、その相談に対する適
切なサポートを行うため、患者相談窓口を１階ロビーに開設している。

　新型コロナウイルスの影響のため原則面会禁止としたが、患者・家族の不安軽減のためオンライン面会を導入したとこ
ろ、令和２年度は３５回（７１名）の利用があった。

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、倫理委員会で
審査を行う。
　また、倫理的な課題を共有し、医療倫理に対する
意識を向上するため、職員を対象とした倫理研修会
を実施する。 倫理委員会の審査状況 （単位：件）

（69.2%減）
（16.7%増）

Ｈ２９Ｈ２８Ｈ２７
24

16 29 23 31 7
21

Ｒ１ Ｒ２
中央病院 13 4
北病院 6

Ｈ３０
2025
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 ④　医薬品の安心、安全な提供  ④医薬品の安心、安全な提供 (21)医薬品の安心、安全な提供

【実績（定量的な業績指標）】
・

・

・

・

・

【実績（その他の取組状況）】

・

・

・

・

・

・

　持参薬管理の患者数は、前年度と比べて７．１％減の１１，０５１人、鑑別件数は２．６％減の６０，２７８件となった。

　薬剤業務の充実を図るため、病棟薬剤師を増員しており、薬剤師の数はＨ２２と比較して２．８倍の４５人となった。

　通院加療がんセンターで治療を行う患者に、治療薬の内容や副作用などの説明を実施した。説明者数は、前年度と比べ
て１０．４％増の１，０６６人、説明回数は１０．７％増の１，２１６件となった。

　誤投薬に係るインシデントレベル３の件数は、前年度と比べて５件減の８件（３８．５％減）であり、大きく改善した。（前述Ｐ
２６）

　平成２９年７月に中央病院で発生した薬剤紛失事案について、県に提出した改善計画を継続して実行することにより、薬
剤管理の一層の強化と再発防止に取り組んでいる。また、令和２年度から、薬剤部の出入口は原則常時施錠とし、開錠は
インターホンにて、薬剤師が行うこととした。
（主な改善策）
　第３種向精神薬の管理方法の強化（施錠管理）、すべての向精神薬について購入量・処方数量・在庫数量を月毎に照
合、監視カメラ設置、インターホン増設、ドアアラーム装置設置、各種マニュアルの改訂、職員に対する研修会の実施（棚
卸、防犯対策）、パスボックスの設置

　中央病院では持参薬の確認や投薬・注射状況を把握し、適正使用を推進するため、病棟薬剤業務の充実を図り、令和
元年度から、精神身体合併症病棟を含む全１７病棟に専任薬剤師を配置している。病棟薬剤師は、病棟薬剤業務以外に
も入院服薬指導や退院時に入院中に使用した薬とその薬に係る副作用発現状況などをお薬手帳に記載し、退院後も安全
に薬物療法ができるように指導を行った。

中　期　計　画

　医薬品の処方、投薬の安全性等の確保や適正管理
に努めるとともに、患者の持参薬管理、服薬指導を
更に推進し、薬剤管理指導回数の増加に努める。
　県立中央病院においては、薬剤師を含めた専門性
を活かしたチーム医療の推進に努める。また、退院
後も適切な薬物療法が継続できるよう、患者への説
明・指導に努める。

　また、退院後も安心して薬剤が服用できるよう、退院に際して患者又はその家族に必要な指導を行っている。

　患者とのコミュニケーションを図りながら、処方薬の薬効や服薬方法等についてわかりやすく説明し、患者が納得して服
薬できるように服薬指導を実施している。服薬指導回数は、前年度と比べて６．８％減の９，４４７件となった。

評　価 Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている

　令和３年２月から、県からの依頼により、基本型接種施設として医療従事者等向け新型コロナウイルスワクチンの管理・
分配を行った。

　中央病院の病棟への薬剤師の配置を推進し、病棟
薬剤業務の拡充を図るとともに、医薬品の処方、投
薬の安全性等の確保に努め、患者への服薬指導をさ
らに推進する。また、薬剤管理のより一層の強化を
図る。

年　度　計　画 業務実績及び法人の自己評価

　チーム医療を推進するため、病棟看護師を対象とした薬剤師主体のミニ勉強会を２３回開催した。

　北病院においては、全ての向精神薬を鍵の掛かる引き出しやシャッター式の薬品棚への保管（施錠管理）、監視カメラの
設置により薬剤管理の強化を継続して行っている。
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(22)患者サービスの向上
 ⑤患者サービスの向上  ⑤患者サービスの向上

　 ・

【中央病院】
・

・

・
・

・
・

・
・

・

・

・ 　令和３年３月に、１階外来トイレの改修工事を行い、各和式便器を洋式便器へ交換した。また、２階女子トイレにオムツ替
えシートを設置した。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの説明をワンストップで行っている。（前述Ｐ２８）

中　期　計　画

　外来患者の待ち時間や患者の満足度の調査を毎年
定期的に実施し、実態の把握に努めるとともに、診
療の予約や受付から精算までを円滑に行う体制の整
備、職員への接遇研修などにより、患者サービスの
向上に努める。
　また常設している意見箱に寄せられる患者からの
意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組む。

　令和２年９月～１０月に、外来患者、入院患者を対象とした患者満足度調査を実施した。また、令和元年度患者満足度調
査で評価の低かった給食については、委託事業者と協議し材料費のアップを図って、改善に努めた。

　電話予約センターへの繋がり難さを解消するため、令和３年５月から窓口を１名増員し、７名体制とした。

　来院者がスムーズに駐車できるよう駐車場を２か所（６８台分）増設し、令和２年４月から供用開始した。

　来院時の患者サービスの向上を目的として、看護師、事務職員が総合案内に立ち、医療相談や患者への診察案内を
行っている。また、平成３１年４月からは看護師長経験者３名を「医療コンシェルジュ」に任命し、これまで以上にきめ細やか
な医療相談や患者への診察案内を行う体制を整備している。

評　価 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れているＡ　診療の予約、受付から精算までを円滑に行うた
め、電話予約、駐車場管理、受付業務、会計・精
算事務の見直しを適宜行うなど、スムーズな受診
体制を整備するとともに、職員への接遇研修など
により、患者サービスの向上に努める。
　患者満足度調査を実施し、県立病院機構に対す
る患者の評価の把握に努めるとともに、満足度の
低い項目については改善策を講じていく。
　全診療科に拡大した入退院センターのワンス
トップサービスの一層の充実を図る。
　病院利用者に快適な環境を提供するため、院内
環境の整備に努める。
　院内に常設している意見箱に寄せられる患者か
らの意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組
む。

年　度　計　画

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談を安心して行うことができ、その相談に対する適
切なサポートを行うため、患者相談窓口を１階ロビーに開設している。（前述Ｐ２８）

業務実績及び法人の自己評価
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・

・

・

・

・

【北病院】
・

 ⑥診療情報の適切な管理  ⑥診療情報の適切な管理 (23)診療情報の適切な管理
・

・

・

・

・

・

・

・

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診
療情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指
針に基づき、患者・家族に対する診療情報の開示
を速やかに実施する。また、文書管理システムを
活用し、診療に関する資料の効率的な管理を行
う。
　医師、看護師、薬剤師など職員誰もが、より簡
易で安定的に診療情報を記録、管理できる環境を
整備するため、中央病院では医療情報システム
（電子カルテシステム等）の更新を確実に実施す
る。

年　度　計　画

　外国人患者に対して、宗教上の食事制限があったことから、できる限りの配慮を行った。

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診療
情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指針に
基づき、患者・家族に対する診療情報の開示を速や
かに実施する。

中　期　計　画

　カルテの記載方法について、中央病院では診療記録委員会、北病院では医療情報システム管理委員会が中心となって
適切な記載方法を院内に周知した。また、カルテ開示については、運用規程等に基づき、適切に実施した。

　令和元年７月に、診療記録の整備を促進し医療の質向上を図るため、診療記録委員会の中に診療記録監査部会を設置
した。令和２年度は、無作為に抽出した３６例について、カルテの記載内容について監査を実施した。

　中央病院の医療情報システム（電子カルテシステム）については、令和２年１２月の更新を予定していたが、新型コロナウ
イルスの影響により、令和３年５月に更新を完了した。

業務実績及び法人の自己評価

　紙カルテは、電気錠により入室が制限されているカルテ庫において適切に保管した。紙カルテのうち入院カルテについて
は、カルテ庫内の施錠できる部屋に保管しているが、外来カルテについても、施錠できるパーテーションを設置し、より厳重
に管理した。また、紙カルテ貸し出しの際は、診療情報管理担当が所在管理を行うとともに、電子カルテについては、診療
記録管理要綱に基づき適切に運用した。

　令和２年度の「患者さんの声」は１９４件で、うち感謝が３３件、改善・要望が７９件、苦情が８２件であり、特に新型コロナ
ウイルスに係る声が多かった。寄せられた意見のうち、体温測定については、病院出入口を制限し、全ての来院者の体温
を確認する体制を整備した。また、院内における携帯電話の通信障害については、アンテナの増強工事を実施し、解消に
努めた。

　北病院では、新型コロナウイルス対策として病院出入口の一カ所への制限と、全ての来院者の体温確認の徹底、及び患
者さんからの要望によるロビーや待合スペースでの密接状態を避けられる工夫などにより、来院者の感染予防と感染への
不安軽減に努めた。

　外国人患者に対する医療通訳について、山梨県立大学を中心とした、やまなし医療通訳研究会に社会福祉士が参加す
るとともに、令和２年度は３人の患者に対して７回の医療通訳を行った。

　退院サマリーの作成状況は、前年度から０．５P増の９８．６％であった。

　外国人患者に対して、多言語で新型コロナウイルスの感染防止上必要な情報を提供するため、デジタルサイネージ(電
子看板）を設置した。（前述Ｐ１４）

　通院加療がんセンターの待ち時間短縮のため、ベッド数を６床増床し３８床にするとともに、患者サービス向上のためリク
ライニングチェアを１１脚購入した。（前述Ｐ１０）

　文書管理システムを平成２８年６月に導入し、紹介状等の紙文書を電子化することにより、電子カルテで文書の確認がで
きるようになるなど、医療情報の効率的な管理、利用が可能となるとともに、大部分の紙文書をペーパーレス化したため、
紙文書の運搬、保管等の業務の大幅な効率化を図ることができた。

Ａ 　　当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている評　価
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